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(54) 発明の名称 ：発光 ダイォー ド及びその製造方法

(57) Abstract: The present invention provides a
light-emitting diode in which the protective iilm and
an electrode film formed thereon are formed at a
uniform film thickness and in which the light extrac

8b(8) 9bb(9)
8ba(8) \ ί 9d(9) 8d(8) tion efnciency i s high; and a method for manufac

' ?b{9) ) turing the same. This light-emitting diode com
prises: a support structure part (6) having an upper
surface (6a) and side surfaces (6b); and a mesa
structure part (7) arranged on the support structure
part (6), the mesa structure part having tilted side

8cc(8) surfaces (7a) and a top surface (7b). The tilted side
surfaces (7a) are formed by wet etching. The pro
tective film (8) has a power window (8b) exposing a
part o f the surface o f the compound semiconductor
layer. A first electrode film (9) i s in contact with the
surface of the compound semiconductor layer ex
posed through the power window (8b), and has a
light outlet (9b). The reverse surface (1A) o f the
substrate (1) i s provided with a second electrode
film ( 10) in a range overlapping the light outlet (9b).

(57) 要約： 本発 明に よれ ば、保護膜及び
その上 に形成 され た電極膜 が均一 な膜厚
で形成 され て い る と共 に光取 り出 し効率
が高 い発 光 ダイォ一 ド及 びその製造 方法
が 提 t 七 る 本 明 I- 係 ス発 爭 ィ

オー ドは、上面 （6 a ) 及び側面 （6 b ) を有す る支持構造部 （6 ) と、前記支持構造部 （6 ) 上 に配置
し、傾斜側面 （7 a ) 及 び頂面 （7 b ) を有す るメサ 型構造部 （7 ) とか らな る。傾斜側面 （7 a ) は
ウエッ トエ ッチ ングによって形成 され る。保護膜 （8 ) は化合物半導体層の表面の一部 を露出す る通電窓
( 8 b ) を有す る。第 1 の電極膜 （9 ) は通電窓 （8 b ) か ら露出 され た化合物半導体層の表面 に接触 す

ると共に、光射 出孔 （9 b ) を有す る。基板 （1 ) の裏面 （1 A ) に、光射 出孔 （9 b ) に重な る範囲内
に第 2 の電極膜 （1 0 ) を備 える。
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明 細 書

発明の名称 ：発光ダイオー ド及びその製造方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、発光ダイオー ド及びその製造方法に関するものである。

本願は、 2 0 1 1 年 1 2 月 5 日に日本に出願 された特願 2 0 1 - 2 6 5

9 8 号 に基づき優先権 を主張 し、その内容をここに援用する。

背景技術

[0002] 発光層で発生 した光を素子上面の一部か ら取 り出す点光源型の発光ダイ才

— ドが知 られている。 この型の発光ダイオー ドにおいて、発光層における通

電領域 をその面内の一部 に制限するための電流狭窄構造を有するものが知 ら

れている （例えば、特許文献 1 ) 。電流狭窄構造を有する発光ダイオー ドで

は、発光領域が限定され、その領域の真上に設けられた光射出孔か ら光を射

出させるため、高い光出力が得 られると共に射出させた光を光学部品等に効

率良 く取 り込むことが可能である。

[0003] 点光源型の発光ダイオー ドのうち特 に、共振器型発光ダイオー ド （R C L

E D ：Resonant-Cav i t y L i ght Em i t t i ng Di ode) は、 2 つの ミラ一か らなる

共振器内で発生する定在波の腹が共振器内に配置 した発光層に位置するよう

に構成すると共に、光出射側のミラーの反射率 を基板側のミラーの反射率 よ

りも低 く設定することによりレーザ発振 させないで L E D モ一 ドで動作する

、高効率の発光素子である （特許文献 2 ， 3 ) 。共振器型発光ダイオー ドは

通常の発光ダイオー ドと比較 して、共振器構造の効果によって、発光スぺ ク

トル線幅が狭い、出射光の指向性が高い、 自然放出によるキャ リア寿命が短

いため高速応答が可能である、等の特徴があるため、センサなどに適 してい

る。

[0004] 共振器型発光ダイ才ー ドにおいて、基板 に平行な方向において発光領域 を

狭 くするために上部 ミラ一層及び活性層等をビラ一構造 と し、その ビラ一構

造の頂面の光取 り出 し面に光出射用の開口を有する層を備えた構成が知 られ



ている （例えば、特許文献 4 ) 。

図 1 2 は、基板 1 3 1上に、下部ミラ一層 1 3 2 と、活性層 1 3 3 と、上

部ミラ一層 1 3 4 と、コンタク ト層 1 3 5 とを順に備えた共振器型発光ダイ

才一 ドであって、活性層 1 3 3 と、上部ミラ一層 1 3 4 と、コンタク ト層 1

3 5 とをビラ一構造 1 3 7 とし、 ビラ一構造 1 3 7 及びその周囲を保護膜 1

3 8 で被覆 し、その保護膜 1 3 8 上に電極膜 1 3 9 を形成 し、 ビラ一構造 1

3 7 の頂面 1 3 7 a (光取り出し面）において電極膜 1 3 9 に光出射用の開

口 1 3 9 a を形成 した共振器型発光ダイ才一 ドを示す。符号 1 4 0 は裏面電

極である。

[0005] 図 1 2 で示 したようなビラ一構造の電流狭窄構造は、共振器型ではない点

光源型の発光ダイオー ドにおいても適用が可能である。

先行技術文献

特許文献

[0006] 特許文献1 ：特開 2 0 0 5 _ 3 1 8 4 2 号公報

特許文献2 ：特開 2 0 0 2 _ 7 6 4 3 3 号公報

特許文献3 ：特開 2 0 0 7 _ 2 9 9 9 4 9 号公報

特許文献4 ：特開平 9 —2 8 3 8 6 2 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0007] 上記 ピラー構造を形成する際、活性層等を成膜 した後の、 ピラー構造以外

の部分の除去を異方性の ドライエッチングによって実施するため、図 1 2 に

示すように、 ビラ一構造 1 3 7 の側面 1 3 7 b は基板 1 3 に対 して垂直あ

るいは急傾斜に形成されて しまう。このビラ一構造の側面には通常、蒸着法

ゃスパッタ法によって保護膜が形成された後、蒸着法によって電極用金属 （

例えば、 A u ) 膜を形成するが、この垂直あるいは急傾斜の側面に、保護膜

や電極用金属膜を一様な膜厚で形成するのは容易ではなく、不連続な膜にな

りやすいという問題がある。保護膜が不連続な膜になった場合 （図 1 2 中の



符号 A ) には、その不連続部分に電極用金属膜が入り込んで活性層等に接触

してリークの原因になる。また、電極用金属膜が不連続な膜になった場合 （

図 1 2 中の符号 B ) には、通電不良の原因になる。

[0008] また、図 1 2 で示 した発光ダイオー ドでは、 ビラ一構造を支持する構造の

側面 1 3 2 a が露出しているため、側面が大気や大気中の水分と接触 して劣

化 して しまうという問題がある。特に、下部ミラ一層 1 3 2 が A I の組成が

高い半導体層の場合、側面が酸化 して特性が低下 して しまう。

[0009] また、 ビラ一構造以外の部分の除去を ドライエッチングで行うと、高価な

装置が必要となり、エツチング時間も長 くかかるという問題もある。

[001 0] さらに、図 1 2 に示 したようなビラ一構造の頂面に光射出孔を有する点光

源型の発光ダイ才一 ドでは、 ビラ一構造内の発光層全体に電流が流れるため

に、発光層のうち光射出孔の直下以外の部分で発光する光の量が多く、光射

出孔の直下以外の部分で発光 した光は光射出孔の直下で発光 した光に比べて

発光ダイ才一 ドの外部に射出する確率が低いことから、光取り出し効率の向

上が阻まれていた。

[001 1] 本発明は、上記事情を鑑みてなされたものであり、保護膜及びその上に形

成された電極膜が均一な膜厚で形成されていると共に光取り出し効率が高い

発光ダイオー ド、及び、 リークゃ通電不良が低減 して歩留まりが向上すると

共に従来より低コス トで製造可能な発光ダイ才ー ドの製造方法を提供するこ

とを目的とする。

本発明は、さらに、安定で高輝度の発光が担保されていると共に、側面の

劣化が防止され、高信頼性及び長寿命化が図られた発光ダイオー ド、及び、

その製造方法を提供することを目的とする。

課題を解決するための手段

[001 2] 本発明は、以下の手段を提供する。

( 1 ) 基板上に反射層と活性層を順に含む化合物半導体層とを備え、光射出

孔から光を外部に射出する発光ダイ才一 ドであって、上面及び側面を有する

支持構造部と、前記支持構造部上に配置 し、傾斜側面及び頂面を有するメサ



型構造部 とか らな り、前記 メサ型構造部 は少な くとも前記活性層の一部 を含

むものであ って、前記傾斜側面はゥエツ 卜エ ッチ ングによつて形成 されてな

ると共 に前記頂面 に向か って水平方向の断面積が連続的に小さ くなるように

形成 されてな り、前記支持構造部及び前記 メサ型構造部 はそれぞれ、少な く

とも一部 は保護膜、第 1 の電極膜 によって順 に覆われてな り、前記保護膜 は

、前記上面の少な くとも一部 と、前記 メサ型構造部の前記傾斜側面 と、前記

メサ型構造部の前記頂面の周縁領域 とを覆 うとともに、平面視 して前記周縁

領域の内側であ ってかつ前記光射出孔の周囲に配置 して、前記化合物半導体

層の表面の一部 を露出する通電窓を有 し、前記第 1 の電極膜 は、前記通電窓

か ら露出された化合物半導体層の表面 に直接接触すると共 に、前記上面上 に

形成 された保護膜の一部 を少な くとも覆 い、前記 メサ型構造部の頂面上 に光

射出孔 を有するように形成 された連続膜であ り、前記基板の反射層 とは反対

側 に、平面視 して前記光射出孔 に重なる範囲内に第 2 の電極膜 を備 えた、 こ

とを特徴 とする発光 ダイ才一 ド。

( 2 ) 基板上 に反射層 と活性層 を順 に含む化合物半導体層 とを備 え、光射出

孔か ら光 を外部 に射出する発光 ダイ才一 ドであ って、上面及び側面 を有する

支持構造部 と、前記支持構造部上 に配置 し、傾斜側面及び頂面 を有するメサ

型構造部 とか らな り、前記支持構造部 は少な くとも前記反射層の一部 を含む

ものであ って、 その側面は、 ウエッ トエ ッチ ングによって形成 され、前記上

面か ら前記基板側 に少な くとも前記反射層 を越 える位置 まで延在する傾斜部

を含み、前記傾斜部 を含む水平方向の断面積が前記上面 に向か って連続的に

小さ くなるように形成 されてな り、前記 メサ型構造部 は少な くとも前記活性

層の一部 を含むものであ って、前記傾斜側面はゥエツ 卜エ ッチ ングによって

形成 されてなると共 に前記頂面 に向か って水平方向の断面積が連続的に小さ

くなるように形成 されてな り、前記支持構造部及び前記 メサ型構造部 はそれ

ぞれ、少な くとも一部 は保護膜、第 1 の電極膜 によって順 に覆われてな り、

前記保護膜 は、前記上面の少な くとも一部 と、前記側面の うち少な くとも傾

斜部 と、前記 メサ型構造部の前記傾斜側面 と、前記 メサ型構造部の前記頂面



の周縁領域 とを覆 うとともに、平面視 して前記周縁領域の内側であ ってかつ

前記光射出孔の周囲に配置 して、前記化合物半導体層の表面の一部 を露出す

る通電窓を有 し、前記第 1 の電極膜 は、前記通電窓か ら露出された化合物半

導体層の表面 に直接接触すると共 に、前記上面上 に形成 された保護膜の一部

を少な くとも覆 い、前記 メサ型構造部の頂面上 に光射出孔 を有するように形

成 された連続膜であ り、前記基板の反射層 とは反対側 に、平面視 して前記光

射出孔 に重なる範囲内に第 2 の電極膜 を備 えた、 ことを特徴 とする発光 ダイ

才ー ド。

( 3 ) 前記反射層が D B R 反射層であることを特徴 とする （1 ) 又 は （2 )

のいずれかに記載の発光 ダイ才一 ド。

( ) 前記活性層の基板 とは反対側 に上部 D B R 反射層 を備 えることを特徴

とする （3 ) に記載の発光 ダイオー ド。

( 5 ) 前記傾斜部が二以上の傾斜部分か らな り、各傾斜部分が含む水平方向

の断面積 はそれぞれ前記上面 に向か って連続的に小さ く、前記上面 に近い傾

斜部分が含む水平方向の断面積の方が前記上面か ら遠い傾斜部分が含む水平

方向の断面積 よ り小さいことを特徴 とする （1 ) ~ ( 4 ) のいずれか一項 に

記載の発光 ダイ才一 ド。

( 6 ) 前記第 1の電極膜及び/ 又 は前記保護膜上 に光漏れ防止膜 を備 えた こと

を特徴 とする （1 ) ~ ( 5 ) のいずれか一項 に記載の発光 ダイオー ド。

( 7 ) 前記化合物半導体層が、前記電極膜 に接触するコンタク ト層 を有する

ことを特徴 とする （1 ) ~ ( 6 ) のいずれか一項 に記載の発光 ダイオー ド。

( 8 ) 前記 メサ型構造部が前記活性層のすべて と、前記反射層の一部 または

全部 を含む ことを特徴 とする （1 ) ~ ( 7 ) のいずれか一項 に記載の発光 ダ

ィ才ー ド。

( 9 ) 前記 メサ型構造部 は平面視 して矩形であることを特徴 とする （1 ) ~

( 8 ) のいずれか一項 に記載の発光 ダイオー ド。

( 1 0 ) 前記 メサ型構造部の各傾斜側面は前記基板のオ リエ ンテ ー シ ョン フ

ラッ 卜に対 してオ フセ ッ トして形成 されていることを特徴 とする （9 ) に記



載の発光 ダイ才一 ド。

( ) 前記 メサ型構造部の高さが 3 ~ 7 仰 山で あ って、 平面視 した前記傾

斜側面の幅が 0 . 5 ~ 7 m であることを特徴 とする （1 ) 〜 ( 1 0 ) のい

ずれか一項 に記載の発光 ダイ才一 ド。

( ) 前記光出射孔は平面視 して円形又は楕 円であることを特徴 とする （

1 ) ~ ( 1 1 ) のいずれか一項 に記載の発光 ダイオー ド。

( 3 ) 前記光出射孔の径が 5 0 ~ 1 5 0 m であることを特徴 とする （1

2 ) に記載の発光 ダイオー ド。

( 1 4 ) 前記第 1 の電極膜の前記上面上の部分 にボ ンデ ィングワイヤを有す

ることを特徴 とする （1 ) ~ ( 1 3 ) のいずれか一項 に記載の発光 ダイ才一

ド' 。

( 5 ) 前記活性層 に含 まれる発光層が多重量子井戸か らなることを特徴 と

する （1 ) ~ ( 1 4 ) のいずれか一項 に記載の発光 ダイオー ド。

( 1 6 ) 前記活性層 に含 まれる発光層が （（A I X 1 G a _ X 1 ) Y 1 I η ，_ Υ 1

Ρ ( 0 ≤ Χ ≤ , 0 < Υ ≤ ) ( A I X 2 G a 卜 Χ 2 ) A s ( 0 ≤ Χ 2 ≤

1 ) 、 （I η X 3 G a _ Χ 3 ) A s ( 0 ≤ Χ 3 ≤ ) ) のいずれかか らなること

を特徴 とする （1 ) ~ ( 1 5 ) のいずれか一項 に記載の発光 ダイオー ド。

( ) 基板上 に反射層 と活性層 を順 に含む化合物半導体層 とを備 え、光射

出孔か ら光 を外部 に射出する発光 ダイ才一 ドの製造方法であ って、基板上 に

、反射層 と活性層 を含む化合物半導体層 とを形成する工程 と、前記基板の反

射層 とは反対側 に、平面視 して形成予定の前記光射出孔 に重なる範囲内に第

2 の電極膜 を形成する工程 と、前記化合物半導体層 をゥエツ 卜エ ッチ ング し

て、頂面 に向か って水平方向の断面積が連続的に小さ くなるように形成 され

てなるメサ型構造部 と前記 メサ型構造部の周囲に配置する上面 とを形成する

工程 と、前記上面の少な くとも一部 と、前記 メサ型構造部の前記傾斜側面 と

、前記 メサ型構造部の前記頂面の周縁領域 とを少な くとも覆 うとともに、平

面視 して前記周縁領域の内側であ ってかつ前記光射出孔の周囲に配置 して、

前記化合物半導体層の表面の一部 を露出する通電窓を有する保護膜 を形成す



る工程 と、前記通電窓か ら露出された化合物半導体層の表面 に直接接触する

と共 に、前記上面上 に形成 された保護膜の一部 を少な くとも覆 い、前記 メサ

型構造部の頂面上 に光射出孔 を有するように形成 された連続膜である第 1の電

極膜 を形成する工程 と、 を有することを特徴 とする発光 ダイ才一 ドの製造方

法。

( 8 ) 基板上 に反射層 と活性層 を順 に含む化合物半導体層 とを備 え、光射

出孔か ら光 を外部 に射出する発光 ダイ才一 ドの製造方法であ って、基板上 に

、反射層 と活性層 を含む化合物半導体層 とを形成する工程 と、前記基板の反

射層 とは反対側 に、平面視 して形成予定の前記光射出孔 に重なる範囲内に第

2 の電極膜 を形成する工程 と、前記化合物半導体層 に第 1 の ゥエツ 卜エ ッチ

ングを行 って、頂面 に向か って水平方向の断面積が連続的に小さ くなるよう

に形成 されてなるメサ型構造部 と、前記 メサ型構造部の周囲に配置する、支

持構造部の上面 とを形成する工程 と、個 片化用切断ライ ンに沿 って第 2 の ゥ

エツ 卜エ ッチ ングを行 って、支持構造部の側面の傾斜部 を形成する工程 と、

前記傾斜部 と前記上面の少な くとも一部 と、前記 メサ型構造部の前記傾斜側

面 と、前記 メサ型構造部の前記頂面の周縁領域 とを少な くとも覆 うとともに

、平面視 して前記周縁領域の内側であ ってかつ前記光射出孔の周囲に前記光

射出孔 を囲繞するように配置 して、前記化合物半導体層の表面の一部 を露出

する通電窓を有する保護膜 を形成する工程 と、前記通電窓か ら露出された化

合物半導体層の表面 に直接接触すると共 に、前記上面上 に形成 された保護膜

の一部 を少な くとも覆 い、前記 メサ型構造部の頂面上 に光射出孔 を有するよ

うに形成 された連続膜である第 1の電極膜 を形成する工程 と、 を有することを

特徴 とする発光 ダイ才ー ドの製造方法。

( 1 9 ) 前記第 1 及び第 2 の ウエッ トエ ッチ ングを、 リン酸 / 過酸化水素水

混合液、 ア ンモ ニ ア / 過酸化水素水混合液、 プロ厶 メ タ ノール 混合液、 ヨ ウ

化 力 リゥ厶/ ア ンモ ニ アの群か ら選択 される少な くとも1種以上 を用いて行 う

ことを特徴 とする （1 7 ) 又 は （1 8 ) のいずれかに記載の発光 ダイオー ド

の製造方法。



発明の効果

[001 3] 本発明の一の態様の発光ダイ才一 ドによれば、基板上に反射層と活性層を

順に含む化合物半導体層とを備え、光射出孔から光を外部に射出すると共に

、保護膜が周縁領域の内側であってかつ光射出孔の周囲に配置 して、化合物

半導体層の表面の一部を露出する通電窓を有 し、第 1 の電極膜は、通電窓か

ら露出された化合物半導体層の表面に直接接触すると共に、上面上に形成さ

れた保護膜の一部を少なくとも覆い、メサ型構造部の頂面上に光射出を有す

るように形成された連続膜であり、基板の反射層とは反対側に、平面視 して

光射出孔に重なる範囲内に第 2 の電極膜を備えた構成を採用 したので、第 1

の電極膜のうち通電窓を埋めた部分と光射出孔に重なる範囲内に形成された

第 2 の電極膜との間に電流が集中することにより、活性層のうち光射出孔の

直下の部分で発光する光の量がその直下以外の部分で発光する光の量に比べ

て多くなり、その結果、光射出孔に向かう光の割合が高くなり、光取り出し

効率の向上が図られている。

本発明の一の態様の発光ダイ才一 ドによれば、上面及び側面を有する支持

構造部と、前記支持構造部上に配置 し、傾斜側面及び頂面を有するメサ型構

造部とからなる構成を採用 したので、高い光出力が得 られると共に射出させ

た光を光学部品等に効率良く取り込むことが可能である。

本発明の一の態様の発光ダイ才一 ドによれば、メサ型構造部の傾斜側面は

ウエットエッチングによって形成されてなると共に頂面に向かって水平方向

の断面積が連続的に小さくなるように形成されてなる構成を採用 したので、

垂直側面の場合に比べて側面に保護膜及びその上の電極膜を形成 しやすいた

めに均一な膜厚で連続な膜が形成される。その結果、不連続な膜に起因 した

リークゃ通電不良がなく、安定で高輝度の発光が担保されている。かかる効

果は、ゥエツ卜エッチングによって形成されてなる傾斜側面を有するメサ型

構造部を備えていれば奏する効果であり、発光ダイ才一 ドの内部の積層構造

や基板の構成によらずに得 られる効果である。

[0014] 本発明の別の態様の発光ダイ才一 ドによれば、支持構造部は少なくとも反



射層の一部を含むものであって、その側面は、ウエッ トエッチングによって

形成され、上面から基板側に少な くとも反射層を越える位置まで延在する傾

斜部を含み、前記傾斜部を含む水平方向の断面積が上面に向かって連続的に

小さくなるように形成されてなる構成において、保護膜は、上面の少な くと

も一部 と、側面のうち少な くとも傾斜部 と、傾斜側面と、頂面の周縁領域 と

を覆 う構成を採用 したので、支持構造部の反射層の側面は保護膜で被覆され

ており、反射層の側面が大気や水分と接触 して劣化することが防止され、高

信頼性及び長寿命化が図られている。かかる効果は、ウエッ トエッチングに

よって形成されてなる傾斜側面を有するメサ型構造部を備えていれば奏する

効果であり、発光ダイ才一 ドの内部の積層構造や基板の構成によらずに得 ら

れる効果である。

[001 5] 本発明の別の態様の発光ダイオー ドによれば、反射層が D B R 反射層であ

る構成を採用することにより、発光スぺク トル線幅が狭い発光が可能となる

。また、さらに、活性層の基板 と反対側に上部 D B R 反射層を備える構成を

採用することにより、発光スペク トル線幅が狭 く、出射光の指向性が高 く、

高速応答が可能となる。

[001 6] 本発明の別の態様の発光ダイ才ー ドによれば、傾斜部が二以上の傾斜部分

からなり、各傾斜部分が含む水平方向の断面積はそれぞれ上面に向かって連

続的に小さく、上面に近い傾斜部分が含む水平方向の断面積ほど小さい構成

を採用することにより、垂直側面の場合に比べて側面に保護膜及びその上の

電極膜を形成 しやすいために均一な膜厚で連続な膜が形成される。その結果

、不連続な膜に起因 した リークゃ通電不良がな く、安定で高輝度の発光が担

保されている。

[001 7 ] 本発明の別の態様の発光ダイ才一 ドによれば、第 1 の電極膜及び/ 又は保

護膜上に光漏れ防止膜を備えた構成を採用することにより、活性層で発光 し

た光が第 1 の電極膜及び/ 又は保護膜を透過 して素子外に漏れることを防止

できる。

[001 8 ] 本発明の別の態様の発光ダイ才ー ドによれば、化合物半導体層が第 1 の電



極 膜 に接触 す る コ ンタ ク 卜層 を有 す る構成 を採 用 す る ことによ り、 才 一 ミ ツ

ク電極 の接触 抵抗 を下 げて低 電圧駆 動 が可能 とな る。

[001 9] 本発 明の別 の態様 の発光 ダイ才 一 ドによれ ば、 メサ型構 造部 は活性 層 のす

ベ て と、 反射層 の一部 また は全部 を含 む構成 を採 用 す る ことによ り、 発光 は

全 て、 メサ型構 造部 内で生 ず る ことにな り、 光取 り出 し効率 が向上 す る。

[0020] 本発 明の別 の態様 の発光 ダイ才 一 ドによれ ば、 メサ型構 造部 を平 面視 して

矩形 であ る構成 を採 用 す る ことによ り、製 造 時 の ウエ ッ トエ ッチ ングにお け

る異 方性 の影響 によ りエ ツチ ング深 さによ りメサ形状 が変化 す る ことが抑制

され、 メサ部 面積 の制御 が容 易 なので、 高精度 の寸法形状 が得 られ て い る。

[0021 ] 本発 明の別 の態様 の発光 ダイ才 ー ドによれ ば、 メサ型構 造部 の各傾斜側 面

が基板 のオ リエ ンテ 一 シ ョンフラ ッ 卜に対 してオ フセ ッ 卜して形成 され て い

る構成 を採 用 す る ことによ り、 矩形 メサ型構 造部 を構成 す る 4 辺 に対 し基板

方位 による異 方性 の影響 が緩 和 され て い るため、 均等 な メサ形状 勾配 が得

られ て い る。

[0022] 本 発 明の別 の態様 の発光 ダイオ ー ドによれ ば、 メサ型構 造部 の高 さが 3 ~

7 m であ って、平 面視 した傾斜側 面 の幅 が 0 . 5 ~ 7 m であ る構成 を採

用 す る ことによ り、 垂 直側 面 の場合 に比べ て側 面 に保護膜 及び その上 の電極

膜 を形成 しや す いため に均 一 な膜厚 で連続 な膜 が形成 され る。 その結 果、 不

連続 な膜 に起 因 した リー クゃ通 電不 良がな く、 安 定 で高輝度 の発光 が担保 さ

れ て い る。

[0023] 本発 明の別 の態様 の発光 ダイ才 一 ドによれ ば、 光射 出孔 が平 面視 して 円形

又 は楕 円であ る構成 を採 用 す る ことによ り、 矩形 等 の角 を持 つ構 造 に比べ均

— な コ ンタ ク 卜領 域 を形成 しや す く、 角部 での電流集 中等 の発 生 を抑制 で き

る。 また、 受光側 での フ ァイバ 一等へ の結 合 に適 して い る。

[0024] 本 発 明の別 の態様 の発光 ダイオ ー ドによれ ば、 光射 出孔 の径 が 5 0 ~ 1 5

0 m であ る構成 を採 用 す る ことによ り、 5 0 m 未満 で は メサ型構 造部 で

の電流密度 が高 くな り、低 電流 で 出力 が飽 和 して しま う一方、 1 5 0 m を

超 え る とメサ型構 造部 全体へ の電流拡散 が困難 であ るため、 や は り出力 は飽



和するという問題が回避されている。

[0025] 本発明の別の態様の発光ダイオードによれば、第 1の電極膜の上面上の部

分にボンディングワイヤを有する構成を採用することにより、十分な荷重 （

及び超音波）をかけられる第 1の電極膜の上面にワイヤボンディングがなさ

れているので、接合強度の強いワイヤボンディングが実現されている。

[0026] 本発明の別の態様の発光ダイオードによれば、活性層に含まれる発光層が

多重量子井戸からなる構成を採用することにより、井戸層内に十分な注入キ

ャリアが閉じ込められることにより、井戸層内のキヤリア密度が高くなり、

その結果、発光再結合確率が増大して、応答速度が高い。

[0027] 本発明の一の態様の発光ダイ才一ドの製造方法によれば、基板上に反射層

と活性層を順に含む化合物半導体層とを備え、光射出孔から光を外部に射出

する発光ダイオードの製造方法であって、基板上に、反射層と活性層を含む

化合物半導体層とを形成する工程と、基板の反射層とは反対側に、平面視し

て形成予定の前記光射出孔に重なる範囲内に第 2 の電極膜を形成する工程を

有する構成を採用したので、第 1の電極膜のうち通電窓を埋めた部分と貫通

電極との間に電流が集中することにより、活性層のうち光射出孔の直下の部

分で発光する光の量がその直下以外の部分で発光する光の量に比べて多くな

り、その結果、光射出孔に向かう光の割合が高くなり、光取り出し効率が向

上した発光ダイ才一ドを製造することができる。

本発明の一の態様の発光ダイ才ードの製造方法によれば、化合物半導体層

をゥエツ卜エッチングして、頂面に向かって水平方向の断面積が連続的に小

さくなるように形成されてなるメサ型構造部と前記メサ型構造部の周囲に配

置する上面とを形成する工程と、メサ型構造部の周縁領域の内側であつてか

つ光射出孔の周囲に配置して、化合物半導体層の表面の一部を露出する通電

窓を有するように保護膜を形成する工程と、通電窓から露出された化合物半

導体層の表面に直接接触すると共に、上面上に形成された保護膜の一部を少

なくとも覆い、メサ型構造部の頂面上に光射出孔を有するように形成された

連続膜である第 1の電極膜を形成する工程と、を有する構成を採用したので



、高い光出力を有すると共に射出させた光を光学部品等に効率良く取り込む

ことが可能であると共に、垂直側面の場合に比べて傾斜斜面に保護膜及びそ

の上の電極膜を形成しやすいために均一な膜厚で連続な膜が形成される。そ

の結果、不連続な膜に起因したリークゃ通電不良がなく、安定で高輝度の発

光が担保された発光ダイ才一ドを製造することができる。従来の異方性のド

ライエッチングによりビラ一構造を形成すると側面が垂直に形成されるが、

ウエットエッチングによりメサ型構造部を形成することにより、側面を緩や

かな傾斜の側面を形成することができる。また、ウエットエツチングにより

メサ型構造部を形成することにより、従来のドライエッチングによってビラ

一構造を形成する場合に比べて形成時間が短縮することができる。

[0028] 本発明の別の態様の発光ダイ才ードの製造方法によれば、個片化用切断ラ

インに沿って第 2 のゥエツ卜エッチングを行って、支持構造部の側面の傾斜

部を形成する工程と、傾斜部を覆う保護膜を形成する工程と、を有する構成

を採用したので、側面が大気や水分と接触して劣化してしまうことが防止さ

れた発光ダイ才一ドを製造することができる。

図面の簡単な説明

[0029] [ 図1]本発明の第 1の実施形態である発光ダイ才一ドの断面摸式図である。

[図2]本発明の第 1の実施形態である発光ダイ才一ドの斜視図である。

[図3]本発明の第 1の実施形態である発光ダイ才ードの傾斜斜面の断面を示す

電子顕微鏡写真である。

[図4]本発明の第 1の実施形態である発光ダイ才一ドの活性層の断面摸式図で

ある。

[図5]本発明の第 2 の実施形態である発光ダイオードの断面摸式図である。

[図6]本発明の第3 の実施形態である発光ダイオードの断面摸式図である。

[図7]本発明の第4 の実施形態である発光ダイオードの断面摸式図である。

[図8]本発明の第 1の実施形態の発光ダイ才一ドの製造方法を説明するための

断面摸式図である。

[図9]本発明の第 1の実施形態の発光ダイ才一ドの製造方法を説明するための



断面摸式図である。

[図10] ゥエツ卜エツチングのエツチング時間に対する深さ及び幅の関係を示

すグラフである。

[図11]本発明の第 1 の実施形態の発光ダイ才一 ドの製造方法を説明するため

の断面摸式図である。

[図12]従来の発光ダイ才一 ドの断面摸式図である。

発明を実施するための形態
[0030] 以下、本発明を適用 した発光ダイオー ド及びその製造方法について、図を

用いてその構成を説明する。なお、以下の説明で用いる図面は、特徴をわか

りやすくするために便宜上特徴となる部分を拡大 して示 している場合があり

、各構成要素の寸法比率などは実際と同じであるとは限らない。また、以下

の説明において例示される材料、寸法等は一例であって、本発明はそれらに

限定されるものではなく、その要旨を変更 しない範囲で適宜変更 して実施す

ることが可能である。例えば、一の実施形態で示 した構成を他の実施形態に

適用することもできる。

なお、本発明の効果を損ねない範囲で以下に記載 していない層を備えても

よい。

[0031 ] 〔発光ダイ才ー ド （第 1 の実施形態）〕

図 1 に、本発明を適用 した第 1 の実施形態の発光ダイ才一 ドの一例である

共振器型発光ダイオー ドの断面模式図である。図 2 は、図 1 で示 した発光ダ

ィ才一 ドを含むウェハ上に形成された発光ダイ才一 ドの斜視図である。

[0032] 図 1 に示す発光ダイオー ド1 0 0 は、基板 1上に反射層 2 と活性層 3 を順

に含む化合物半導体層とを備え、光射出孔 9 b から光を外部に射出する発光

ダイオー ドであって、上面 6 a 及び側面 6 b を有する支持構造部 6 と、前記

支持構造部 6 上に配置 し、傾斜側面 7 a 及び頂面 7 b を有するメサ型構造部

7 とからなり、メサ型構造部 7 は少なくとも活性層 3 の一部を含むものであ

つて、傾斜側面 7 a はゥエツ卜エッチングによって形成されてなると共に頂

面 7 b に向かって水平方向の断面積が連続的に小さくなるように形成されて



なり、支持構造部 6 及びメサ型構造部 7 はそれぞれ、少なくとも一部は保護

膜 8 、第 1 の電極膜 9 によって順に覆われてなり、保護膜 8 は、上面 6 a の

少なくとも一部と、メサ型構造部 7 の傾斜側面 7 a と、メサ型構造部 7 の頂

面 7 b の周縁領域 7 b a とを覆うとともに、平面視 して周縁領域 7 b a の内

側であってかつ光射出孔 9 b の周囲に配置 して、化合物半導体層 （コンタク

卜層 5 ) の表面の一部を露出する通電窓 8 b を有 し、第 1 の電極膜 9 は、通

電窓 8 b から露出された化合物半導体層 （コンタク ト層 5 ) の表面に直接接

触すると共に、上面 6 a 上に形成された保護膜 8 の一部を少なくとも覆い、

メサ型構造部 7 の頂面 7 b 上に光射出孔 9 b を有するように形成された連続

膜であり、基板 1 の反射層 2 とは反対側に、平面視 して光射出孔 9 b に重な

る範囲内に第 2 の電極膜 1 0 を備えている。

また、本実施形態では、反射層 2 はD B R反射層 （下部 D B R反射層）で

あり、活性層 3 の基板 1 と反対側に上部 D B R反射層 4 を備え、化合物半導

体層は第 1 の電極膜 9 に接触するコンタク 卜層 5 を有するものである。

また、メサ型構造部 7 は、平面視 して矩形であり、第 1 の電極膜 9 の光射

出孔 9 b は平面視 して円形である。ただ し、メサ型構造部 7 の平面視は矩形

に限定されず、また、光射出孔 9 b の平面視も円形に限定されない。

メサ型構造部 7 の第 1 の電極膜上に、側面からの光の漏れを防止するため

の光漏れ防止膜 1 6 を備えている。

[0033] 本発明の発光ダイオー ドは、図 2 に示すように、ウェハ状の基板上に多数

の発光ダイオー ド1 0 0 を作製 した後、各発光ダイオー ドごとにス トリー ト

(切断予定ライン） 2 (点線 2 2 はス トリー ト2 1 の長手方向の中心線）

に沿って切断することにより製造することができる。すなわち、点線 2 2 に

沿ってス トリー ト2 の部分にレーザ一やプレー ド等を当てることにより、

各発光ダイ才一 ドごとに切断することができる。

[0034] メサ型構造部 7 は、支持構造部 6 の上面 6 a に対 して上方に突出した構造

であり、傾斜側面 7 a と頂面 7 b とを有する。図 1 で示 した例の場合、傾斜

側面 7 a は、活性層 3 の全層、上部 D B R反射層 4 及びコンタク ト層 5 の傾



斜断面からなり、傾斜側面 7 a の上に、保護膜 8 、第 1 の電極膜（おもて面電

極層）9 、光漏れ防止膜 1 6 が順に設けられている。頂面 7 b は、コンタク ト

層 5 の表面からなり、頂面 7 b の上に、保護膜 8 (符号 8 b a 及び符号 8 d

の部分）と、第 1 の電極膜 9 (符号 9 b a 、 9 b b 及び 9 d の部分）とが設

けられている。

[0035] また、本発明のメサ型構造部 7 の内部は、コンタク ト層 5 と、上部 D B R

反射層 4 と、活性層 3 の少なくとも一部とを含む。

図 1 で示 した例の場合、メサ型構造部 7 の内部は、コンタク ト層 5 と、上

部 D B R反射層 4 と、活性層 3 の全層とを含む。メサ型構造部 7 の内部には

、活性層 3 の一部だけを含んでもよいが、活性層 3 の全層がメサ型構造部 7

の内部に含まれるのが好ましい。これにより活性層 3 で発光 した光が全てメ

サ型構造部内で生ずることになり、光取り出し効率が向上するからである。

また、メサ型構造部 7 の内部に下部 D B R反射層 2 の一部を含んでもよい。

[0036] また、メサ型構造部 7 は、その傾斜側面 7 a はウエットエッチングによつ

て形成されてなると共に、基板 1側から頂面に向かって水平方向の断面積が

連続的に小さくなるように形成されてなる。傾斜側面 7 a はウエットエッチ

ングによって形成されたものなので、下に凸状に形成されてなる。メサ型構

造部 7 の高さ h は3 ~ 7 mであって、平面視 した傾斜側面 7 a の幅w が 0

. 5 ~ 7 mであるのが好ましい。また、より好ましくは、高さ h は 5 ~ 7

_m、巾畐w は3 ~ 7 であり、さらに好ましい巾畐w は4 ~ 6 _mである。

この場合、メサ型構造部 7 の側面が垂直若 しくは急傾斜でなく、緩やかな傾

斜であるために、保護膜や電極用金属膜を一様な膜厚で形成するのが容易と

なり、不連続な膜になるおそれがなく、そのため、不連続な膜に起因 したリ

—クゃ通電不良がなく、安定で高輝度の発光が担保されるからである。

また、高さが 7 m を超えるまでウエットエッチングを行うと、傾斜側面

がオーバ一ハング形状 （逆テ一パ状）になりやすくなるので好ましくない。

オーバーハング形状 （逆テーパ状）では保護膜や電極膜を均一な膜厚で不連

続箇所なく形成することが垂直側面の場合よりもさらに困難になる。



なお、本明細書において、高さ h とは、上面 6 a 上の保護膜を介 して形成

された電極膜 9 (符号 9 c の部分）の表面から、保護膜 8 の符号 8 b a の部

分を覆う電極膜 9 (符号 9 b a の部分）の表面までの垂直方向の距離 （図 1

参照）をいう。また、幅w とは、保護膜 8 の符号 8 b a の部分を覆う電極膜

9 (符号 9 b a の部分）のエツジからそのエツジにつながった傾斜側面の電

極膜 9 (符号 9 a の部分）の最下のエッジの水平方向の距離 （図 1参照）を

いう。

[0037] 図 3 は、メサ型構造部 7 近傍の断面の電子顕微鏡写真である。

図 3 で示 した例の層構成は、コンタク ト層がA I O . 3 G a 0 . 7 A s か

らなり、層厚が 3 mである点以外は、後述する実施例と同様な構成である

[0038] 本発明のメサ型構造部はゥエツ卜エッチングによって形成されてなるので

、その頂面側から基板側へ行 くほど （図で下方に行 くほど）、メサ型構造部

の水平断面積 （又は、幅もしくは径）の増大率が大きくなるように形成され

ている。この形状によってメサ型構造部が ドライエッチングではなく、ゥェ

ッ卜エッチングによって形成されたものであることを判別することができる

図 3 で示 した例では、高さ h は 7 m であり、幅w は3 . 5 ~ 4 . 5 m

であった。

[0039] メサ型構造部 7 は、平面視 して矩形であるのが好ましい。製造時のゥエツ

卜エツチングにおける異方性の影響でェッチング深さによりメサ形状が変化

することが抑制され、メサ型構造部の各面の面積の制御が容易なので、高精

度の寸法形状が得 られるからである。

[0040] 発光ダイオー ドにおけるメサ型構造部 7 の位置は、図1及び図 2 に示すよう

に、素子の小型化のためには発光ダイ才一 ドの長軸方向の一方に片寄ってい

るのが好ましい。支持構造部 6 の上面 6 a はボンディングワイヤ （図示せず

) を取り付けるのに要する広さが必要であるため、狭 くするのには限界があ

り、メサ型構造部 7 をもう一方に寄せることにより、支持構造部 6 の上面 6



a の範囲を最小化でき、素子の小型化を図ることができるか らである。

[0041 ] 支持構造部 6 は上面 6 a と側面 6 b を備える。支持構造部 6 の上面 6 a は

、 メサ型構造部 7 の周囲に配置する部分である。本発明では、十分な荷重 （

及び超音波）をかけることが可能な第 1 の電極膜の上面に位置する部分にヮ

ィャボンデ ィングがなされるので、接合強度の強いワイヤボンデ ィングが実

現できる。

[0042] 支持構造部 6 の上面 6 a の上には、保護膜 8 、第 1 の電極膜 （おもて面電極

層）9 が順 に形成 されてお り、第 1 の電極膜 9 の上にはボンデ ィングワイヤ （

図示せず）が取 り付けられる。上面 6 a の保護膜 8 の直下に配置する材料は

、 メサ型構造部 7 の内部の構成 により決 まる。図 1 で示 した例の場合、 メサ

型構造部 7 の内部はコンタク ト層 5 と、上部 D B R反射層 4 と、活性層 3 の

全層 とを含み、活性層 3 の直下の層である下部 D B R反射層の最上面が支持

構造部 6 の上面 6 a の保護膜 8 の直下に配置するので、上面 6 a の保護膜 8

の直下に配置する材料は下部 D B R反射層の最上面の材料である。

[0043] 基板 1 の裏面 1 A には、平面視 して光射出孔 9 b に重なる範囲内に、第 2

の電極膜 （裏面電極） 1 0 を備えている。

第 1 の電極膜のうち通電窓 8 b を埋めた部分 （「コンタク 卜部分 9 b b 」

) と、平面視 して、通電窓 8 b の内側 に配置する光射出孔 9 b に重なる範囲

内に形成 された第 2 の電極膜 1 0 との間に電流が集中することにより、活性

層 3 のうち光射出孔 9 b の直下の部分で発光する光の量がその直下以外の部

分で発光する光の量に比べて多 くな り、その結果、光射出孔に向かう光の割

合が高 くな り、光取 り出 し効率が向上する。

[0044] 第 2 の電極膜 1 0 の形状 に特 に制限はな く、その材料 と しては公知の電極

材料を用いることができ、例えば、 A u 、 A u B e 合金、 A u G e 合金を用

いることができる。

[0045] 保護膜 8 は、 メサ型構造部 7 の傾斜側面 7 a を覆 う部分 8 a と、支持構造

部 6 の上面 6 a の少な くとも一部 を覆 う部分 8 c ( メサ型構造部 7 を挟んで

反対側の上面を覆 う部分 8 c c も含む） と、 メサ型構造部 7 の頂面 7 b の周



縁領域 7 b a を覆う部分 8 b a と、前記頂面 7 b の中央部分を覆う部分 8 d

とからなり、平面視 して周縁領域 7 b a の内側にコンタク 卜層 5 の表面の一

部を露出する通電窓 8 b を有する。

本実施形態の通電窓 8 b は、メサ型構造部 7 の頂面 7 b においてコンタク

卜層 5 の表面のうち、周縁領域 7 b a の下に位置する部分 8 b a と中央部分

を覆う部分 8 d の下に位置する部分との間の径の異なる2 つの同心円間の領

域を露出する。

通電窓 8 b の形状に制限はない。環状でなくてもよく、連続するものでなく

離散する複数の領域からなってもよい。

[0046] 保護膜 8 の第 1 の機能は発光が生 じる領域及び光を取り出す範囲を狭 くする

ために、保護膜 8 をおもて面電極層 9 の下層に配置 して、おもて面電極層 9

のうち、化合物半導体層 2 0 に接触 して化合物半導体層 2 0 との間の電流の

流入もしくは流出する領域を頂面 7 b の通電窓 8 b の部分に制限することで

ある。すなわち、保護膜 8 を形成 した後、保護膜 8 を含む全面におもて面電

極層を形成 し、その後、おもて面電極層をパターニングするが、保護膜 8 を

形成 した部分についてはおもて面電極層を除去 しなくても第 2 の電極膜 （裏

面電極） 1 0 との間に電流が流れることはない。第 2 の電極膜 （裏面電極）

1 0 との間の電流を流 したいところに保護膜 8 の通電窓 8 b を形成する。

従って、第 1 の機能を持たせるように、メサ型構造部 7 の頂面 7 b の一部

に通電窓 8 b を形成する構成であれば、通電窓 8 b の形状や位置は図 1 のよ

うな形状や位置に限定されない。

[0047] 保護膜 8 の第 2 の機能は、第 1 の機能は必須の機能であるのに対 して必須

の機能ではない。図 1 に示す保護膜 8 の場合、第 2 の機能は、平面視 してお

もて面電極層 9 の光射出孔 9 b 内のコンタク 卜層 5 の表面に配置 して、保護

膜 8 越 しに光を取り出すことができ、かつ、光を取り出すコンタク ト層 5 の

表面を保護することである。

なお、後述する第 2 の実施形態では、光射出孔の下に保護膜を有さず、保

護膜を介さずに光射出孔 9 b から直接、光を取り出す構成であり、第 2 の機



能を有さない。

[0048] 保護膜 8 の材料 としては絶縁層 として公知のものを用いることができるが

、安定 した絶縁膜の形成が容易であることか ら、シ リコン酸化膜が好ま しい

なお、本実施形態では、 この保護膜 8 ( 8 d ) 越 しに光を取 り出すので、

保護膜 8 は透光性を有する必要がある。

[0049] また、保護膜 8 の膜厚は、 0 . 3 ~ l m が好ま しく、より好ま しくは 0

. 5 ~ 0 . 8 mである。 0 . 3 m未満では絶縁が十分ではないか らであ

り、 1 m を超えると形成するのに時間がかか り過 ぎるか らである。なお、

保護膜 8 の膜厚は、支持構造部 6 の上面 6 a や頂面 7 b のような平坦部分に

おける膜厚である。

[0050] 第 1 の電極膜 （おもて面電極層）9 は、保護膜 8 のうち傾斜側面 7 a を覆 う

部分 8 a を覆 う部分 9 a と、保護膜 8 のうち上面 6 a の少な くとも一部を覆

う部分 8 c を覆 う部分 9 c と、保護膜 8 のうちメサ型構造部 7 の頂面 7 b の

周縁領域 7 b a を覆 う部分 8 b a の部分を覆 う部分 9 b a と、保護膜 8 の通

電窓 8 b を埋め込む部分 9 b b (以下適宜、 「コンタク ト部分」という）と

、メサ型構造部 7 の頂面 7 b において保護膜 8 のうち頂面 7 b の中央部分を

覆 う部分 8 d の外周縁部を覆 う部分 9 d とか らなる。

[0051 ] 第 1 の電極膜 （おもて面電極層）9 の第 1 の機能は第 2 の電極膜 （裏面電極

) 1 0 との間に電流を流すことであ り、第 2 の機能は発光 した光が射出され

る範囲を制限することである。図 1 で示 した例の場合、第 1 の機能はコンタ

ク 卜部分 9 b b が担い、第 2 の機能は中央部分を覆 う部分 8 d の外周縁部を

覆 う部分 9 d が担 っている。

第 2 の機能については非透光性の保護膜を用いることにより、その保護膜

に担わせる構成でもよい。

[0052] 第 1 の電極膜 9 は支持構造部 6 の上面 6 a の保護膜 8 全体を覆 っていても

よい し、その一部を覆 っても構わないが、ボンデ ィングワイヤが適切に取 り

付けるためにはできるだけ広範囲を覆 っているのが好ま しい。 コス 卜低減の



観点から、図 2 に示すように、各発光ダイオー ドごとに切断する際のス トリ

— 卜2 1 には第 1 の電極膜を覆わないのが好ましい。

[0053] 第 1 の電極膜 9 はメサ型構造部 7 の頂面 7 b においてコンタク ト部分 9 b

b で しかコンタク 卜層 5 に接触 していないので、第 1 の電極膜 9 と第 2 の電

極膜 （裏面電極） 1 0 とは、コンタク ト部 9 b b と第 2 の電極膜 （裏面電極

) 0 との間で しか電流が流れない。そのため、発光層 1 3 において平面視

して光射出孔 9 b と重なる範囲に電流が集中し、その範囲に発光が集中する

ため、効率的に光を取り出すことができる。

[0054] 第 1 の電極膜 9 の材料としては公知の電極材料を用いることができるが、

良好な才一ミックコンタク 卜が得 られることから、 A u B e / A u が最も好

ましい。

また、第 1 の電極膜 9 の膜厚は、 0 . 5 ~ 2 . O mが好ましく、より好

ましくは 1 . 2 ~ 1 . 8 mである。 0 . 5 m未満では均一かつ良好な才

—ミックコンタク トを得ることが困難な上、ボンディング時の強度、厚みが

不十分だからであり、 2 . 0 mを超えるとコス トがかかり過ぎるからであ

る。なお、第 1 の電極膜 9 の膜厚は、支持構造部 6 の上面 6 a や頂面 7 b の

ような平坦部分における膜厚である。

[0055] 図 1 に示すように、活性層で発光 した光がメサ型構造部 7 の側面から素子

外に漏れることを防止する光漏れ防止膜 1 6 を備えてもよい。

[0056] 光漏れ防止膜 1 6 の材料としては公知の反射材料を用いることができる。

第 1 の電極膜 9 と同 じA u B e / A u でもよい。

[0057] 本実施形態においては、光射出孔 9 b の下に保護膜 8 d ( 8 ) が形成され

ており、メサ型構造部 7 の頂面において保護膜 8 d ( 8 ) を介 して光射出孔

9 b から光を取り出す構成である。

[0058] 光射出孔 9 b の形状は、平面視 して円形又は楕円であるのが好ましい。矩

形等の角を持つ構造に比べ均一なコンタク 卜領域を形成 しやすく、角部での

電流集中等の発生を抑制できる。また、受光側でのファイバ一等への結合に

適 しているからである。



[0059] 光射出孔 9 b の径は、 5 0 ~ 1 5 0 m であるのが好ま しい。 5 0 m未満

では射出部での電流密度が高 くな り、低電流で出力が飽和 して しまう一方、

1 5 0 mを超えると射出部全体への電流拡散が困難であるため、注入電流に

対する発光効率が低下するか らである。

[0060] 基板 1 と しては、例えば、 G a A s 基板 を用いることができる。

[0061 ] G a A s 基板 を用いる場合は、公知の製法で作製された市販品の単結晶基

板を使用できる。 G a A s 基板のェ ピタキシャル成長させる表面は、平滑で

あることが望 ま しい。 G a A s 基板の表面の面方位は、ェ ピ成長 しやす く、

量産されている （1 0 0 ) 面および （1 0 0 ) か ら、 ± 2 0 ° 以内にオフ し

た基板が、品質の安定性の面か らのぞま しい。さらに、 G a A s 基板の面方

位の範囲が、 （1 0 0 ) 方向か ら （0 — 1 _ 1 ) 方向に 1 5 ° オフ± 5 ° で

あることがより好ま しい。

[0062] G a A s 基板の転位密度は、下部 D B R反射層 2 、活性層 3 及び上部 D B

R反射層 4 の結晶性を良 くするために低い方が望 ま しい。具体的には、例え

ば、 1 0 ， 0 0 0 個 c m - 2以下、望 ま しくは、 1 ， 0 0 0 個 c m - 2以下であ

ることが好適である。

[0063] G a A s 基板は、 n 型であっても p 型であってもよい。 G a A s 基板のキ

ャリア濃度は、所望の電気伝導度 と素子構造か ら、適宜選択することができ

る。例えば、 八 3 基板が 3 i ド一プの n 型である場合には、キャリア濃

度が 1 X 1 0 7 ~ 5 X 0 1 8 c m - 3 の範囲であることが好ま しい。 これに対

して、 G a A s 基板が Z n を ド一プ した p 型の場合には、キャリア濃度 2 X

0 ~ 5 X 0 c m - 3の範囲であることが好ま しい。

[0064] G a A s 基板の厚さは、基板のサイズに応 じて適切な範囲がある。 G a A

s 基板の厚さが適切な範囲よりも薄いと、化合物半導体層の製造プロセス中

に割れて しまうおそれがある。一方、 G a A s 基板の厚さが適切な範囲より

も厚いと材料コス トが増加することになる。 このため、 G a A s 基板の基板

サイズが大きい場合、例えば、直径 7 5 m m の場合には、ハ ン ドリング時の

割れを防止するために 2 5 0 ~ 5 0 0 m の厚さが望 ま しい。同様に、直径



5 0 m mの場合は、 2 0 0 ~ 4 0 0 m の厚さが望ましく、直径 1 0 0 m m

の場合は、 3 5 0 ~ 6 0 0 m の厚さが望ましい。

[0065] このように、 G a A s 基板の基板サイズに応 じて基板の厚さを厚 くするこ

とにより、活性層 3 に起因する化合物半導体層の反 りを低減することができ

る。 これにより、ェピタキシャル成長中の温度分布が均一となるため、活性

層 3 の面内の波長分布を小さくすることができる。なお、 G a A s 基板の形

状は、特に円形に限定されず、矩形等であっても問題ない。

[0066] 反射層 （下部 D B R反射層 2 ) 及び化合物半導体層 （活性層 3 、上部 D B

R反射層 4 、 コンタク ト層 5 ) の構造には、公知の機能層を適時加えること

ができる。例えば、素子駆動電流を発光部の全般に平面的に拡散させるため

の電流拡散層、逆に素子駆動電流の通流する領域を制限するための電流阻止

層や電流狭窄層など公知の層構造を設けることができる。

[0067] 基板 1 上に形成される反射層 （下部 D B R反射層）及び化合物半導体層は

、下部 D B R反射層 2 、活性層 3 及び上部 D B R反射層 4 が順次積層されて

構成されている。

[0068] D B R (D i s t i buted Bragg Ref lector) 層は、 ス/ ( 4 n ) の膜厚で （ス

：反射すべき光の真空中での波長、 n ：層材料の屈折率）、屈折率が異なる

2 種類の層を交互に積層 した多層膜からなるものである。反射率は 2 種類の

屈折率の差が大きいと、比較的少ない層数の多層膜で高反射率が得 られる。

通常の反射膜のようにある面で反射されるのでな く、多層膜の全体として光

の干渉現象に基づき反射が起きることが特徴である。

D B R反射層の材料は発光波長に対 して透明であることが好ましく、又、

D B R反射層を構成する 2 種類の材料の屈折率の差が大きくなる組み合わせ

となるよう選択されるのが好ましい。

[0069] 下部 D B R反射層 2 は、屈折率の異なる 2 種類の層が交互に 1 0 ~ 5 0 対

積層されてなるのが好ましい。 1 0 対未満である場合は反射率が低すぎるた

めに出力の増大に寄与せず、 5 0 対を超えるように してもさらなる反射率の

増大は小さいからである。



下部D B R反射層2 を構成する屈折率の異なる2 種類の層は、組成の異な

る2 種類の （A I X h G a i —X h ) γ 3 n 】—Y 3 P ( 0 < X h 1 、 Y 3 = 0 .

5 ) 、 ( A I x l G a i _ x l ) Y 3 n _ 3 P ( 0 X I < 1 、 Y 3 = 0 . 5 )

の対であり、両者のA I の組成差A X = x h_ x I が0 . 5 より大きいか又は

等しくなる組み合わせか、又は、G a I n P とA I I n Pの組み合わせか、

又は、組成の異なる2 種類のA I x l G a i _ x l A s ( 0 . ≤ x I ≤ ) A

I x h G a _ x h A s ( 0 . ≤ x h ≤ ) の対であり、両者の組成差∆ Χ = χ

h - X I が0 . 5 より大きいか等しくなる組み合わせかのいずれかから選択

されるのが効率よく高い反射率が得られることから望ましい。

組成の異なるA I G a I n Pの組み合わせは、結晶欠陥を生じやすいA s

を含まないので好ましく、G a I n P とA l I n Pはその中で屈折率差を最

も大きくとれるので、反射層の数を少なくすることができ、組成の切り替え

も単純であるので好ましい。また、A I G a A s は、大きな屈折率差をとり

やすいという利点がある。

[0070] 上部D B R反射層4 も、下部D B R反射層2 と同様の層構造を用いること

ができるが、上部D B R反射層4 を透過させて光を射出する必要があるので

、下部D B R反射層2 よりも反射率が低くなるように構成する。具体的には

、下部D B R反射層2 と同じ材料からなる場合、下部D B R反射層2 よりも

層数が少なくなるように、屈折率の異なる2 種類の層が交互に3 ~ 1 0 対積

層されてなるのが好ましい。2 対以下である場合は反射率が低すぎるために

出力の増大に寄与せず、 1 1対以上にすると上部D B R反射層4 を透過する

光量が低下しすぎるからである。

[007 1] 本発明の発光ダイ才一ドは、活性層3 を低反射率の上部D B R反射層4 と

高反射率の下部D B R反射層2 で挟み、活性層3 で発光した光が上部D B R

反射層4 と下部D B R反射層2 との間で共振して定在波の腹が発光層に位置

させる構成をとることにより、レーザ発振させないで、従来の発光ダイ才一

ドよりも指向性が高く、高効率の発光ダイ才一ドとなっている。

[0072] 図4 に示すように、活性層3 は、下部クラッド層 1 1、下部ガイド層 1 2



、発光層 1 3 、上部ガイ ド層 1 4 、上部クラッド層 1 5 が順次積層されて構

成されている。すなわち、活性層 3 は、放射再結合をもたらすキャリア （担

体 ；c a r r ί e r ) 及び発光を発光層 1 3 に 「閉 じ込める」ために、発光

層 1 3 の下側及び上側に対峙 して配置 した下部クラッド層 1 1、下部ガイ ド

層 1 2 、及び上部ガイ ド層 1 4 、上部クラッド層 1 5 を含む、所謂、ダブル

ヘテロ （英略称 ：D H ) 構造とすることが高強度の発光を得る上で好ましい

[0073] 図 4 に示すように、発光層 1 3 は、発光ダイオー ド （L E D ) の発光波長

を制御するため、量子井戸構造を構成することができる。すなわち、発光層

1 3 は、ノく' リア層 （障壁層ともいう） 1 8 を両端に有する、井戸層 1 7 とバ

リア層 1 8 との多層構造 （積層構造）とすることができる。

[0074] 発光層 1 3 の層厚は、 0 . 0 2 ~ 2 m の範囲であることが好ましい。発

光層 1 3 の伝導型は特に限定されるものではなく、アン ド一プ、 p 型及び n

型のいずれも選択することができる。発光効率を高めるには、結晶性が良好

なアン ド一プ又は3 X 0 7 c m - 3未満のキヤリァ濃度とすることが望まし

い。

[0075] 井戸層 1 7 の材料としては公知の井戸層材料を用いることができる。例え

ば、 A I G a A s 、 I n G a A s 、 A I G a I n P を用いることができる。

[0076] 井戸層 1 7 の層厚は、 3 ~ 3 0 n mの範囲が好適である。より好ましくは

、 3 ~ 1 0 n mの範囲である。

[0077] バ リア層 1 8 の材料としては、井戸層 1 7 の材料に対 して適 した材料を選

択するのが好ましい。バ リア層 1 8 での吸収を防止 して発光効率を高めるた

め、井戸層 1 7 よりもバン ドギャップが大きくなる組成とするのが好ましい

[0078] 例えば、井戸層 1 7 の材料としてA I G a A s 又は I n G a A s を用いた

場合にはバ リァ層 1 8 の材料としてA I G a A s やA I G a l n P が好まし

し、。ノくリア層 1 8 の材料としてA I G a I n P を用いた場合、欠陥を作りや

すいA s を含まないので結晶性が高く、高出力に寄与する。



井戸層 1 7 の材料 と して （A l x l G a i —x l ) Y 1 l n i —Y 1 P ( 0 X 1

1 ， 0 < Υ ≤ ) を用いた場合、ノくリア層 1 8 の材料 と してよりA I 組成

の高い （A I X 4 G a 卜 X 4 ) Y 1 I n _ Y 1 P ( 0 ≤ X 4 ≤ , 0 < Y ≤ ,

< X 4 ) または井戸層 （A l x l G a i —x l ) Y 1 l n i —Y 1 P ( 0 X 1

1 ， 0 < Υ ≤ ) よ りバ ン ドギャップエネルギーが大 きくなるA I G a A

s を用いることができる。

[0079] バ リア層 1 8 の層厚は、井戸層 1 7 の層厚 と等 しいか又は井戸層 1 7 の層

厚 より厚いのが好ま しい。 トンネル効果が生 じる層厚範囲で十分に厚 くする

ことにより、 トンネル効果による井戸層間への広が りが抑制 されてキヤ リァ

の閉 じ込め効果が増大 し、電子 と正孔の発光再結合確率が大 きくな り、発光

出力の向上を図ることができる。

[0080] 井戸層 1 7 とバ リア層 1 8 との多層構造において、井戸層 1 7 とバ リア層

8 とを交互に積層する対の数は特 に限定されるものではないが、 2 対以上

4 0 対以下であることが好ま しい。すなわち、発光層 1 3 には、井戸層 1 7

が 2 ~ 4 0 層含 まれていることが好ま しい。 ここで、発光層 1 3 の発光効率

が好適な範囲と しては、井戸層 1 7 が 5 層以上であることが好ま しい。一方

、井戸層 1 7 及びバ リア層 1 8 は、キャ リア濃度が低いため、多 くの対にす

ると順方向電圧 （V F ) が増大 して しまう。 このため、 4 0 対以下であること

が好ま しく、 2 0 対以下であることがより好ま しい。

[0081 ] 下部 ガイ ド層 1 2 及び上部 ガイ ド層 1 4 は、図 4 に示すように、発光層 1

3 の下面及び上面にそれぞれ設けられている。具体的には、発光層 1 3 の下

面に下部 ガイ ド層 1 2 が設けられ、発光層 1 3 の上面に上部 ガイ ド層 1 4 が

設けられている。

[0082] 下部 ガイ ド層 1 2 および上部 ガイ ド層 1 4 の材料 と しては、公知の化合物

半導体材料を用いることができ、発光層 1 3 の材料に対 して適 した材料を選

択するのが好ま しい。例えば、 A I G a A s 、 A I G a I n P を用いること

ができる。

[0083] 例 えば、井戸層 1 7 の材料 と して A I G a A s 又は I n G a A s を用い、



バ リァ層 1 8 の材料としてA I G a A s 又はA I G a I n P を用いた場合、

下部ガイ ド層 1 2 および上部ガイ ド層 1 4 の材料としてはA I G a A s 又は

A I G a I n P が好ましい。下部ガイ ド層 1 2 および上部ガイ ド層 1 4 の材

料としてA I G a I n P を用いた場合、欠陥を作りやすいA s を含まないの

で結晶性が高く、高出力に寄与する。

井戸層 1 7 の材料として （A l x l G a i —x l ) Y 1 l n i —Y 1 P ( 0 X 1

1，0 < Υ 1 1 ) を用いた場合、ガイ ド層 1 4 の材料としてよりA I 組成

の高い （A I X 4 G a 卜 X 4 ) Y 1 I n _Y 1 P ( 0 ≤ X 4 ≤ , 0 < Y ≤ ,

< X 4 ) または井戸層 （A l x l G a i —x l ) Y 1 l n i —Y 1 P ( 0 X 1

1，0 < Υ ≤ ) よりバン ドギャップエネルギーが大きくなるA I G a A

s を用いることができる。

[0084] 下部ガイ ド層 1 2 及び上部ガイ ド層 1 4 は、夫々、下部クラッド層 1 1 及

び上部クラッド層 1 5 と発光層 1 3 との欠陥の伝搬を低減するために設けら

れている。このため、下部ガイ ド層 1 2 および上部ガイ ド層 1 4 の層厚は 1

0 n m以上が好ましく、 2 0 n m~ 1 0 0 n mがより好ましい。

[0085] 下部ガイ ド層 1 2 及び上部ガイ ド層 1 4 の伝導型は特に限定されるもので

はなく、アン ド一プ、 p 型及び n 型のいずれも選択することができる。発光

効率を高めるには、結晶性が良好なアン ド一プ又は3 X 0 1 7 c m - 3未満の

キヤリァ濃度とすることが望ましい。

[0086] 下部クラッド層 1 1 及び上部クラッド層 1 5 は、図4 に示すように、下部

ガイ ド層 1 2 の下面及び上部ガイ ド層 1 4 上面にそれぞれ設けられている。

[0087] 下部クラッド層 1 1 及び上部クラッド層 1 5 の材料としては、公知の化合

物半導体材料を用いることができ、発光層 1 3 の材料に対 して適 した材料を

選択するのが好ましい。例えば、 A I G a A s 、A I G a I n P を用いるこ

とができる。

[0088] 例えば、井戸層 1 7 の材料としてA I G a A s 又は I n G a A s を用い、

バ リァ層 1 8 の材料としてA I G a A s 又はA I G a I n P を用いた場合、

下部クラッド層 1 1 及び上部クラッド層 1 5 の材料としてはA I G a A s 又



は A I G a I n P が好 ま しい。下部 クラ ッ ド層 1 1 及び上部 クラ ッ ド層 1 5

の材料 と して A I G a I n P を用いた場合、欠陥 を作 りやすい A s を含 まな

いので結晶性 が高 く、高出力 に寄与する。

井戸層 1 7 の材料 と して （A l x l G a i —x l ) Y 1 l n i —Y 1 P ( 0 X 1

1 0 < Υ 1 1 ) を用 いた場合、 クラ ッ ド層 1 5 の材料 と してよ りA I 組

成 の高い （A I X 4 G a X 4 ) Y 1 I n _ Y 1 P ( 0 ≤ X 4 ≤ , 0 < Y ≤

< X 4 ) または井戸層 （A l x l G a i —x l ) Y 1 l n i —Y 1 P ( 0 X 1

≤ , 0 < Υ ≤ ) よ りバ ン ドギャップエネル ギーが大 き くなる A I G a

A s を用いることがで きる。

[0089] 下部 クラ ッ ド層 1 1 と上部 クラ ッ ド層 1 5 とは、極性 が異 なるように構成

されている。

また、下部 クラ ッ ド層 1 1 及び上部 クラ ッ ド層 1 5 のキヤ リァ濃度及び厚

さは、公知の好適な範 囲を用いることがで き、発光層 1 3 の発光効率 が高 ま

るように条件 を最適化することが好 ま しい。 なお、下部 および上部 クラ ッ ド

層 は設 けな くてもよい。

また、下部 クラ ッ ド層 1 1 及び上部 クラ ッ ド層 1 5 の組成 を制御 すること

によって、化合物半導体層 2 0 の反 りを低減 させ ることがで きる。

[0090] コンタク ト層 5 は、第 1 の電極膜 9 との接触抵抗 を低下 させ るため に設 け

られている。

コンタク ト層 5 の材料 は、発光層 1 3 よ りバ ン ドギャップの大 きい材料で

あることが好 ま しい。 また、 コンタク ト層 5 のキャ リア濃度 の下限値 は、電

極 との接触抵抗 を低下 させ るため に 5 X 0 1 7 c m - 3 以上であることが好 ま

しく、 1 X 1 0 ，8 c m - 3 以上がよ り好 ま しい。 キヤ リァ濃度 の上限値 は、結

晶性 の低下が起 こりやす くなる 2 X 1 0 c m - 3 以下が望 ま しい。 コンタク

卜層 5 の厚 さは、 0 . 0 5 m以上が好 ま しい。 コンタク ト層 5 の厚 さの上

限値 は特 に限定 されないが、 ェ ピタキシャル成長 に係 るコス 卜を適正範 囲に

するため、 1 0 m 以下 とすることが望 ま しい。

[0091 ] 〔発光 ダイオー ド （第 2 の実施形態）〕



図 5 に、本発明を適用 した第 2 の実施形態の発光ダイ才一 ドの一例である

共振器型発光ダイ才ー ドの例を示 した断面模式図を示す。

第 1 の実施形態では、支持構造部の側面は垂直であつたが、第 2 の実施形

態は、その側面がウエットエッチングによって形成され、支持構造部の上面

から基板側に少なくとも反射層を越える位置まで延在する傾斜部を含む構成

である。

以下では、主に第 1 の実施形態と異なる構成について説明する。

[0092] 図 5 に示す発光ダイオー ド2 0 0 は、上面 6 a 及び側面 6 b を有する支持

構造部 6 と、前記支持構造部 6 上に配置 し、傾斜側面 7 a 及び頂面 7 b を有

するメサ型構造部 7 とからなり、支持構造部 6 は少なくとも反射層 2 の一部

を含むものであつて、その側面 6 b が、ウエットエツチングによつて形成さ

れ、上面 6 a から基板 1側に少なくとも反射層 2 を越える位置まで延在する

傾斜部 6 b a を含み、前記傾斜部 6 b a を含む水平方向の断面積が上面 6 a

に向かって連続的に小さくなるように形成されてなり、保護膜 8 は、第 1 の

実施形態と同 じ部分の他に、側面 6 b のうち少なくとも傾斜部 6 b a を覆い

、基板 1 の反射層 2 とは反対側に、平面視 して光射出孔 9 b に重なる範囲内

に第 2 の電極膜 1 0 を備えている。

本実施形態では、支持構造部 6 の側面 6 b は、傾斜部 6 b a (本実施形態

では、反射層 2 の側面と基板 1 の側面とからなる）と、基板の側面の一部 6

b b とからなる。

本実施形態では、支持構造部 6 の側面 6 b の傾斜部 6 b a 上に保護膜を介

して光漏れ防止膜 2 4 を備えている。

[0093] 支持構造部 6 は、メサ型構造部 7 の下部に配置する構造であり、上面 6 a

及び側面 6 b を外面として有する。その側面 6 b は、ウエットエツチングに

よって形成され、上面 6 a から基板 1側に少なくとも反射層 2 を越える位置

まで延在する傾斜部 6 b a を含む。支持構造部 6 は、この傾斜部 6 b a を含

む水平方向の断面積は上面 6 a (上方）に向かって連続的に小さくなるよう

に形成されてなるものである。傾斜部 6 b a を除く側面を含む水平方向の断



面積は変わらない。

[0094] 傾斜部 6 b a は、その高さが 7 从mを超えるまでウエットエッチングを行

うと、オーバ一ハング形状 （逆テ一パ状）になりやすくなるので、 7 m以

下であることが好ましい。

[0095] 傾斜部 6 b a は複数の傾斜部分からなってもよい。この場合、各傾斜部分

が含む水平方向の断面積はそれぞれ上面 （上方）に向かって連続的に小さく

、上面に近い （上方側の）傾斜部分が含む水平方向の断面積の方が、上面か

ら遠い （下方側の）傾斜部分が含む水平方向の断面積より小さくなるように

、各傾斜部分を形成する。この場合、上下に隣り合う傾斜部分間の境界部に

おける水平方向の断面積は、垂直方向にわたって不連続となってよい。特に

、メサ型構造部を形成する際と同様に、傾斜部 6 b a の高さが 7 m を超え

る場合には一つの傾斜部分をゥエツ卜エッチングで形成すると、オーバ一ハ

ング形状 （逆テ一パ状）になりやすくなるので、 7 以下の複数の傾斜部

分で傾斜部 6 b a を形成するのが好ましい。

また、ウエットエッチングによって傾斜部を深 く （高く）形成すると、横

方向にもエッチングが進むのでメサ型構造部が小さくなり発光面積が小さく

なるという問題や、傾斜部において傾斜の角度が垂直に近い範囲が長 くなる

という問題や、エツチングの異方性の影響で平面視 して縦と横のエツチング

速度が異なるため一方向だけより深 く形成されて しまうという問題もあるの

で、傾斜部を深 く （高く）形成する場合には複数段の傾斜部分からなるのが

好ましい。

[0096] 保護膜 8 は、上面 6 a の少なくとも一部を覆う部分 8 c (メサ型構造部 7

を挟んで反対側の上面を覆う部分 8 c c ) も含む）と、側面 6 b のうち少な

くとも傾斜部 6 b a を覆う部分 8 f と、傾斜側面 7 a を覆う部分 8 a と、頂

面 7 b の周縁領域 7 b a を覆う部分 8 b a と、前記頂面 7 b の中央部分を覆

う部分 8 d とを有 し、平面視 して周縁領域 7 b a の内側に化合物半導体層の

表面の一部を露出する通電窓 8 b を有する。

本実施形態の通電窓 8 b は、メサ型構造部 7 の頂面 7 b においてコンタク



卜層 5 の表面のうち、周縁領域 7 b a の下に位置する部分 8 b a と中央部分

を覆う部分 8 d の下に位置する部分との間の径の異なる2 つの同心円間の領

域を露出する。

保護膜 8 が側面 6 b のうち少なくとも傾斜部 6 b a を覆う部分 8 f を備え、

支持構造部の反射層の側面を被覆 しているので、反射層の側面が大気や水分

と接触 して劣化することが防止され、高信頼性及び長寿命化が図られている

[0097] 光漏れ防止膜 2 4 は、活性層で発光 した光が支持構造部 6 の側面 6 b の傾

斜部 6 b a 上の保護膜 8 f を透過 して素子外に漏れることを防止する。

図 1 で示す光漏れ防止膜 2 4 は、傾斜部 6 b a 上 （保護膜 8 f を介 して）

及び上面 6 a の電極膜 9 c 上の一部にのみ備えられているが、さらに、支持

構造部 6 の上面 6 a の他の部分やメサ型構造部 7 上に形成されてもよい。

[0098] 光漏れ防止膜 2 4 の材料としては公知の反射材料を用いることができるが

、第 1 の電極膜 9 と同時に形成可能であることから、 A u B e / A u が好ま

しい。

[0099] 〔発光ダイオー ド （第 3 の実施形態）〕

図 6 に、本発明を適用 した第 3 の実施形態の発光ダイ才一 ドー例である共

振器型発光ダイ才ー ドの例を示 した断面模式図を示す。

第 1 の実施形態では、光射出孔の下に保護膜が形成されており、メサ型構

造部の頂面において保護膜を介 して光射出孔から光を取り出す構成であった

が、第 3 の実施形態は、光射出孔の下に保護膜を有さず、保護膜を介さずに

光射出孔 9 b から直接、光を取り出す構成である。かかる構成を第 2 の実施

形態に適用 してもよい。

すなわち、第 3 の実施形態に係る共振器型発光ダイオー ド3 0 0 では、保

護膜 2 8 は、上面 6 a の少なくとも一部 2 8 c と、メサ型構造部 7 の傾斜側

面 7 a と、メサ型構造部 7 の頂面 7 b の周縁領域 7 b a とを覆うとともに、

平面視 して周縁領域 7 b a の内側にコンタク 卜層 5 の表面を露出する通電窓

2 8 b を有する。電極膜 2 9 は、保護膜 2 8 を介 して上面 6 a の少なくとも



一部 と、保護膜 2 8 を介 してメサ型構造部 7 の傾斜側面 7 a と、保護膜 2 8

を介 してメサ型構造部 7 の頂面 7 b の周縁領域 7 b a とを覆 い、 さ らに、 メ

サ型構造部 7 の頂面 において通電窓 2 8 b か ら露出するコンタク 卜層 5 の表

面の一部だけを覆 ってコンタク 卜層 5 の表面の他の部分 5 a を露出する光射

出孔 2 9 b を有する。 また、基板 1 の反射層 2 とは反対側 に、平面視 して光

射出孔 2 9 b に重なる範囲内に第 2 の電極膜 1 0 を備 えている。

[01 00] 図 6 に示すように、第 3 の実施形態の保護膜 2 8 は、 メサ型構造部 7 の傾

斜側面 7 a を覆 う部分 2 8 a と、上面 6 a の少な くとも一部 を覆 う部分 2 8

c ( メサ型構造部 7 を挟んで反対側の上面 を覆 う部分 2 8 c c も含む） と、

メサ型構造部 7 の頂面 7 b の周縁領域 7 b a を覆 う部分 2 8 b a とか らな り

、平面視 して周縁領域 7 b a の内側 にコンタク 卜層 5 の表面 を露出する通電

窓 2 8 b を有する。すなわち、通電窓 2 8 b はメサ型構造部 7 の頂面 7 b に

おいてコンタク 卜層 5 の表面の うち、周縁領域 7 b a の下に位置する部分以

外 を露出する。保護膜 8 の上 に第 1 の電極膜 （おもて面電極層）2 9 を形成す

るが、 この第 1 の電極膜 2 9 と第 2 の電極膜 1 0 との間において電流 を流 さ

ない部分 に保護膜 8 を形成 している。

[01 0 1 ] また、図 6 に示すように、第 3 の実施形態の第 1 の電極膜 （おもて面電極層

) 2 9 は、保護膜 2 8 の うち傾斜側面 7 a を覆 う部分 2 8 a を覆 う部分 2 9 a

と、保護膜 2 8 の うち上面 6 a の少な くとも一部 を覆 う部分 2 8 c を覆 う部

分 2 9 c と、保護膜 2 8 の うちメサ型構造部 7 の頂面 7 b の周縁領域 7 b a

を覆 う部分 2 8 b a の部分 を覆 う部分 2 9 b a と、 メサ型構造部 7 の頂面 7

b において保護膜 2 8 の うち符号 2 8 b a の部分 を越 えて光射出孔 2 9 b を

開口するようにコンタク 卜層 5 を覆 う部分 2 9 b b とか らなる。

第 3 の実施形態の第 1 の電極膜 （おもて面電極層）2 9 では、部分 2 9 b b

が上記の第 1 の機能及び第 2 の機能の両方 を担 っている。

[01 02] 第 3 の実施形態 においても、第 1 の電極膜 2 9 の うち通電窓を埋めた部分

( コンタク ト部分 2 9 b b ) と、平面視 して、通電窓 2 8 b の内側 に配置す

る光射出孔 2 9 b に重なる範囲内に形成 された第 2 の電極膜 1 0 との間に電



流が集中することによ り、活性層 3 の うち光射出孔 2 9 b の直下の部分で発

光する光の量がその直下以外の部分で発光する光の量 に比べて多 くな り、 そ

の結果、光射出孔 2 9 b に向か う光の割合が高 くな り、光取 り出 し効率が向

上する。

[01 03] 〔発光 ダイオー ド （第 4 の実施形態）〕

図 7 に、本発明を適用 した第 4 の実施形態の発光 ダイ才一 ドの一例 を示 し

た断面模式図を示す。

第 4 の実施形態の発光 ダイオー ド4 0 0 は、第 1の実施形態の発光 ダイ才

— ドと比較すると、上部 D B R反射層がな く、 その替わ りに電流拡散層 4 0

を備 えた点が異なる。

本実施形態は上部 D B R反射層 を備 えないので共振器型の発光 ダイ才一 ド

ではない。

[01 04] 本実施形態では、電流拡散層 4 0 の材料 と しては、例 えば、 A I G a A s

等 を用いることがで きる。

電流拡散層 4 0 の厚 さと しては、 0 . 1 m 以上 1 0 m 以下であること

が好 ま しい。

0 . 未満では電流拡散効果が不十分だか らであ り、 1 0 m を超 え

ると効果 に対 しェ ピタキシャル成長 に係わるコス トが大 きす ぎるか らである

[01 05] 本発明の発光 ダイオー ドは、 ランプ、バ ックライ ト、携帯電話、デ ィスプ

レイ、各種パネル類、 コンピュータ、ゲーム機、照明な どの電子機器や、 そ

れ らの電子機器 を組み込んだ自動車な どの機械装置等 に組み込む ことがで き

る。

[01 06] 〔発光 ダイオー ド （第 1の実施形態）の製造方法〕

次 に、本発明の発光 ダイオー ドの製造方法の一実施形態 と して、第 1の実施

形態の発光 ダイ才ー ドの製造方法 を説明する。

図 8 は、発光 ダイオー ドの製造方法の一工程 を示す断面摸式図である。 ま

た、図 9 は、図 8 の後の一工程 を示す断面摸式図である。



[01 07] (化合物半導体層の形成工程）

まず、図 8 に示す化合物半導体層 2 0 を作製する。

化合物半導体層 2 0 は、基板 1 上 に、下部 D B R 反射層 2 と、活性層 3 と

、上部 D B R 反射層 4 と、 コンタク ト層 5 とを順次積層 して作製する。

[01 08] 基板 1 と下部 D B R 反射層 2 との間に、緩衝層 （バ ッファ）を設 けてもよ

し、。緩衝層は、基板 1 と活性層 3 の構成層 との欠陥の伝搬 を低減するために

設 け られている。 このため、基板の品質ゃェ ピタキシャル成長条件 を選択す

れば、緩衝層は、必ず しも必要ではない。 また、緩衝層の材質は、ェ ピタキ

シャル成長 させる基板 と同 じ材質 とすることが好 ま しい。

緩衝層 には、欠陥の伝搬 を低減するために基板 と異なる材質か らなる多層

膜 を用いることもで きる。緩衝層の厚 さは、 0 . l m以上 とすることが好

ま しく、 0 . 2 以上 とすることがよ り好 ま しい。

[01 09] 本実施形態では、分子線ェ ピタキシャル法 （M B E ) や減圧有機金属化学

気相堆積法 （M O C V D 法）等の公知の成長方法 を適用することがで きる。

なかでも、量産性 に優れるM O C V D 法 を適用することが、最 も望 ま しい。

具体的には、化合物半導体層のェ ピタキシャル成長 に使用する基板 1 は、成

長前 に洗浄工程や熱処理等の前処理 を実施 して、表面の汚染や 自然酸化膜 を

除去することが望 ま しい。上記化合物半導体層 を構成する各層は、直径 5 0

~ 5 0 m m の基板 1 をM O C V D 装置内にセ ッ 卜し、同時にェ ピタキシャ

ル成長 させて積層することがで きる。 また、 M O C V D 装置 と しては、 自公

転型、高速回転型等の市販の大型装置 を適用することがで きる。

[01 10] 上記化合物半導体層 2 0 の各層 をェ ピタキシャル成長する際、 I I I 族構

成元素の原料 と しては、例 えば、 卜リメチル アル ミニウム （（C H 3 ) 3 A I

) 、 卜リメチル ガ リウム （（C H 3 ) 3 G a ) 及び 卜リメチルインジウム （（

C H 3 ) 3 n ) を用いることがで きる。 また、 M g の ドー ピング原料 と して

は、例 えば、 ビスシクロペ ンタジェニルマグネシウム （b i s - ( C H ) 2

M g ) 等 を用いることがで きる。 また、 S ί の ドー ピング原料 と しては、例

えば、 ジシラン （S i 2 Η 6 ) 等 を用いることがで きる。 また、 V 族構成元素



の原料 と しては、ホスフィン （P H 3 ) 、 アルシン （A s H 3 ) 等 を用いるこ

とがで きる。

さ らに、各層のキャ リア濃度及び層厚、温度条件は、適宜選択することが

で きる。

[01 11] このように して作製 した化合物半導体層は、活性層 3 を有するにもかかわ

らず結晶欠陥が少ない良好な表面状態が得 られる。 また、化合物半導体層 2

0 は、素子構造 に対応 して研磨な どの表面加工 を施 しても良い。

[01 12] (第 2 の電極膜の形成工程）

次 に、図 8 に示すように、基板 1 の裏面 に、平面視 して形成予定の光射出

孔 9 b に重なる範囲内に第 2 の電極膜 （裏面電極） 1 0 を形成する。第 2 の

電極膜 （裏面電極） 1 0 は公知の方法 によって形成することがで きる。

具体的には、例 えば、基板 1 が n 型基板である場合 には、基板 1 の裏面 1

A 全面 に例 えば蒸着法 によって、 A u 膜、 A u G e 膜 を順 に成膜する。次 に

、 フォ トリソグラフィの手法 を用いて、 その膜 をパ ターニ ング して、所定の

位置 に、 n 型才一 ミック電極 の第 2 の電極膜 1 0 を形成する。

[01 13] 第 2 の電極膜 1 0 は リフ トオ フによって形成 してもよい。すなわち、基板

1 の裏面 1 A 上 に、第 2 の電極膜 1 0 の形成位置 にその形状 に対応する開口

部 を有するマスクを形成 して、 その上 に蒸着法等 によって第 2 の電極膜 1 0

を構成する材料か らなる膜 を成膜 し、 その後、マスクを除去することによつ

て第 2 の電極膜 1 0 を形成 してもよい。

[01 14] ( メサ型構造部の形成工程）

次 に、 メサ型構造部 （保護膜及び電極膜 を除 く）を形成するために、 メサ

型構造部以外の部分の化合物半導体層すなわち、 コンタク 卜層 5 と上部 D B

反射層 4 と活性層 3 の少な くとも一部 とをウエッ トエ ツチ ングする。

具体的には、 まず、図 9 に示すように、化合物半導体層の最上層であるコ

ンタク 卜層上 にフ 才 卜レジス 卜を堆積 し、 フ 才 トリソグラフィによ りメサ型

構造部以外 に開口 2 3 a を有する レジス 卜パ ター ン 2 3 を形成する。

メサ型構造部の平面視形状 は レジス 卜パ ター ン 2 3 の開口 2 3 a の形状 に



よって決 まる。 レジス 卜パ ター ン 2 3 に所望の平面視形状 に対応する形状の

開口 2 3 a を形成する。

レジス 卜パ ター ンにおいてメサ型構造部形成予定箇所の大 きさを、 「メサ

型構造部」の頂面 よ り各辺上下左右 1 0 m 程度大 きめに形成するのが好 ま

しい。

また、エ ッチ ングの深 さすなわち、化合物半導体層の うち、 どの層 までエ ツ

チ ング除去するかは、エ ッチ ヤ ン 卜の種類及びエ ッチ ング時間によって決 ま

る。

ゥエツ 卜エ ッチ ングを行 った後 に、 レジス 卜を除去する。

[01 15] 次 に、 メサ型構造部以外の部分の化合物半導体層 についてウエッ トエ ッチ

ングを行 う。

ゥエツ 卜エ ッチ ングに用いるエ ツチャン トと しては限定的ではないが、 A I

G a A s 等の A s 系の化合物半導体材料 に対 してはアンモニア系エ ッチ ヤ ン

卜 （例 えば、 アンモニア/ 過酸化水素水混合液）が適 してお り、 A I G a I

n P 等の P 系の化合物半導体材料 に対 してはヨウ素系エ ツチャン ト （例 えば

、 ヨウ化 カ リウム/ アンモニア）が適 してお り、 リン酸 / 過酸化水素水混合

液 は A I G a A s 系 に、 プロ厶メタノール混合液 は P 系に適 している。

また、 A s 系のみで形成 されている構造では燐酸混合液、 A s / P系が混在

している構造では A s 系構造部 にアンモニア混合液、P系構造部 にヨウ素混合

液 を使用 してもよい。

[01 16] 化合物半導体層が A s 系の化合物半導体層 と P 系の化合物半導体層 とが順

に積層 されている場合は、 A s 系の化合物半導体層 と他の P 系の A s 系の化

合物半導体層 とでそれぞれにエ ッチ ング速度が高い、異なるエ ツチャン トを

用いることが好 ま しい。

例 えば、 P 系の層のエ ッチ ングにはヨウ素系エ ツチャン トを用い、 A s 系

のコンタク 卜層及び発光層のエ ッチ ングにはアンモニア系エ ッチ ヤ ン 卜を用

いることが好 ま しい。

ヨウ素系エ ツチ ャ ン トと しては例 えば、 ヨウ素 （1 ) 、 ヨウ化 カ リウム （



K l ) 、純水 （Η 2 0 ) 、 ア ンモ ニ ア水 （N H 4 0 H ) を混合 したエ ッチ ヤ ン

卜を用いることがで きる。

また、 ア ンモ ニ ア系エ ツチ ャ ン トと しては例 えば、 ア ンモ ニ ア / 過酸化水

素水混合液 （N H 4 0 H ：Η 2 0 2 ：Η 2 0 ) を用いることがで きる。

[01 17] 例 えば、化合物半導体層が最上層側か ら順 に、 A I G a A s か らなるコ ン

タク 卜層 5 、 A I G a A s か らなる上部 D B R 反射層 4 、活性層 3 ( A I G

a I n P か らなる上部 クラッ ド層、 A I G a A s か らなる発光層、 A I G a

I n P か らなる下部 クラッ ド層）、 A I G a A s か らなる下部 D B R 反射層

2 の順 に積層 された構造の場合 に、好 ま しいエ ツチャン トを用いてメサ型構

造部以外の部分 を除去する場合 を説明する。

まず、 メサ型構造部以外の部分の A I G a A s か らなるコンタク 卜層 5 及

び A I G a A s か らなる上部 D B R 反射層 4 をア ンモ ニ ア系エ ッチ ヤ ン 卜を

用いてエ ッチ ング除去する。

このエ ッチ ングの際、次の層である A I G a I n P か らなる上部 クラッ ド

層がエ ッチ ングス トップ層 と して機能するので、エ ッチ ング時間を厳密 に管

理することは要 しないが、例 えば、 コンタク 卜層及び A I G a A s か らなる

上部 D B R 反射層 4 を合わせた厚 さを 1 . O m程度 とすると、 1 0 0 秒程

度エ ッチ ングを行えばよい。

[01 18] 次 に、 メサ型構造部以外の部分の A I G a I n P か らなる上部 クラッ ド層

をヨウ素系エ ッチ ヤ ン 卜を用いてエ ッチ ング除去する。

エ ッチ ング速度 は、 ヨウ素 （I ) 5 0 0 c c 、 ヨウ化 力 リウ厶 （K I )

O O g 、純水 （H 2 0 ) 2 0 0 0 c c 、水酸化 アンモニア水 （N H 4 0 H ) 9

0 c c の比率で混合 されたエ ツチ ャ ン トを用いた場合、 0 . 7 2 m m i

门た ゥ 7 0

このエ ッチ ングの際も、次の層である A I G a A s か らなる発光層がエ ツ

チ ンダス 卜ップ層 と して機能するので、エ ツチ ング時間を厳密 に管理するこ

とは要 しないが、 このエ ッチ ヤ ン 卜の場合、上部 クラッ ド層の厚 さが 4 m

程度 とすると、 6 分間程度エ ツチ ングを行えばよい。



[01 19] 次 に、 メサ型構造部以外の分の A I G a A s か らなる発光層 をアンモニア

系エ ッチ ヤ ン 卜を用いてエ ッチ ング除去する。

このエ ッチ ングの際も、次の層である A I G a I n P か らなる下部 クラッ

ド層がエ ッチ ングス トップ層 と して機能するので、エ ッチ ング時間を厳密 に

管理することは要 しないが、発光層の厚 さを 0 . 2 5 m程度 とすると、 4

0 秒程度エ ッチ ングを行えばよい。

[01 20] 次 に、 メサ型構造部以外の部分の A I G a I n P か らなる下部 クラッ ド層

をヨウ素系エ ッチ ヤ ン 卜を用いてエ ッチ ング除去する。

この下部 クラッ ド層の下には A I G a A s か らなる下部 D B R 反射層 2 が

エ ツチ ン ダス 卜ップ層 と して機能するので、エ ツチ ン グ時間を厳密 に管理す

ることは要 しないが、下部 クラッ ド層の厚 さを 0 . 5 m とすると、上記の

ヨウ素系エ ッチ ヤ ン 卜を用いた場合 には、 4 分間以下でエ ッチ ングを行えば

よい。

[01 2 1 ] また、 A s 系の化合物半導体層 に対 しては、 リン酸 / 過酸化水素水混合液

(例 えば、 H 2 P 0 4 : H 2 0 2 ：H 2 0 = ~ 3 ：4 6 ：8 0 ) を用いて

、上記エ ッチ ング除去 を行 うこともで きる。

[01 22] 図 1 0 に、 H 2 P 0 4 : H 2 0 2 : H 2 0 = 2 : 5 : 9 ( 0 0 : 2 5 0 : 4 5

0 ) 、 5 6 % ( H 2 0 ) 、液温 3 0 °C ~ 3 4 °C のエ ツチ ャ ン トを用いて、後述

する実施例で示 した化合物半導体層 についてウエッ トエ ッチ ングを行 った場

合のエ ッチ ング時間に対する深 さ及び幅の関係 を示す。表 1 にその条件及び

結果 を数値で示す。

[01 23] [ 表 1]

時間 (sec) 深さ（ m) 幅 m)

5 0.45 0.25

10 0.91 0.55

30 2.7 1.6

45 4.2 2.6

60 5.45 3.8

90 8.5 7.2



[01 24] 図 1 0 及 び 表 1 か ら、 エ ッ チ ン グ 深 さ （図 1 の 「h 」 に 相 当 ） は エ ツ チ ン

グ 時 間 （sec) に ほ ぼ 比 例 す る が 、 エ ッ チ ン グ 幅 は エ ッ チ ン グ 時 間 が 長 くな る

ほ ど増 大 率 が 大 き くな る こ と が わ か る 。 す な わ ち 、 図 3 に 示 す よ う に 、 深 く

な る ほ ど （図 で 下 方 に 行 くほ ど ） 、 メ サ 型 構 造 部 の 水 平 断 面 積 （又 は 、 幅 も

し くは 径 ） の 増 大 率 が 大 き くな る よ う に 形 成 さ れ る 。 こ の エ ッ チ ン グ形 状 は

ドラ イ エ ッ チ ン グ に よ る エ ッ チ ン グ形 状 と は 異 な る 。 従 っ て 、 メ サ 型 構 造 部

の 傾 斜 斜 面 の 形 状 か ら、 メ サ 型 構 造 部 が ドラ イ エ ツ チ ン グ で 形 成 さ れ た の か

、 又 は 、 ウ エ ッ トエ ッ チ ン グ で 形 成 さ れ た の か を 判 別 す る こ と が で き る 。

[01 25] ( 保 護 膜 の 形 成 工 程 ）

次 に 、 全 面 に 保 護 膜 8 の 材 料 を 成 膜 す る 。 具 体 的 に は 、 例 え ば 、 S i 0 2 を

全 面 に ス パ ッ タ リ ン グ 法 に よ り成 膜 す る 。

[01 26] ( ス ト リー トお よ び コ ン タ ク 卜層 の 部 分 の 保 護 膜 の 除 去 工 程 ）

次 に 、 全 面 に フ ォ トレジ ス トを 堆 積 し、 フ ォ ト リ ソ グ ラ フ ィ に よ り コ ン タ

ク 卜層 上 の 通 電 窓 8 b に 対 応 す る 部 分 と ス 卜 リー トに 対 応 す る 部 分 と、 を 開

口 と す る レジ ス 卜パ タ ー ン を 形 成 す る 。

次 い で 、 例 え ば 、 ノく' ッ フ ァ ー ドフ ッ酸 を 用 い て ウ エ ッ トエ ッ チ ン グ に よ り

、 メ サ 型 構 造 部 の 頂 面 の 通 電 窓 8 b に 対 応 す る 部 分 と ス 卜 リ一 卜に 対 応 す る

部 分 の 保 護 膜 8 の 材 料 を 除 去 して 保 護 膜 8 を 形 成 す る 。

図 1 1 に 、 保 護 膜 8 の 通 電 窓 8 b 近 傍 の 平 面 図 を 示 す 。

そ の 後 、 レジ ス 卜を 除 去 す る 。

[01 27] ( お も て 面 電 極 層 の 形 成 工 程 ）

次 に 、 お も て 面 電 極 層 9 を 形 成 す る 。 す な わ ち 、 保 護 膜 8 上 、 及 び 、 保 護

膜 8 の 通 電 窓 8 b か ら露 出 して い る コ ン タ ク 卜層 5 上 に 、 光 射 出 孔 9 b を 有

す る お も て 面 電 極 層 9 を 形 成 す る 。

具 体 的 に は 、 全 面 に フ ォ トレジ ス トを 堆 積 し、 フ ォ ト リ ソ グ ラ フ ィ に よ り

光 射 出 孔 9 b に 対 応 す る 部 分 と、 ゥ I ハ 基 板 上 の 多 数 の 発 光 ダ イ 才 一 ド間 の

切 断 部 分 （ス ト リー ト） と を 含 む 、 電 極 膜 が 不 要 な 部 分 以 外 を 開 口 と す る レ

ジ ス 卜パ タ ー ン を 形 成 す る 。 次 い で 、 電 極 層 材 料 を 蒸 着 す る 。 こ の 蒸 着 だ け



ではメサ型構造部の傾斜側面 には電極層材料が十分 には蒸着 されない場合は

、 さ らに、 メサ型構造部の傾斜側面 に電極層材料 を蒸着するために蒸着金属

が回 りこみやすいブラネタ リタイプの蒸着装置 を用いて蒸着 を行 う。

その後、 レジス 卜を除去する。

[01 28] 光射出孔 9 b の形状 は レジス 卜パ ター ン （図示せず）の開口の形状 によつ

て決 まる。 この開口形状 を所望の光射出孔 9 b の形状 に対応するもの と した

レジス 卜パ ター ンを形成する。

[01 29] (個 片化工程）

次 に、 ウェハ基板上の発光 ダイ才一 ドを個 片化する。

具体的には、例 えば、 ダイシングソ一も しくは レーザ一によ り、 ス トリ一

卜部分 を切断 してウェハ基板上の発光 ダイ才ー ド毎 に切断 して個 片化する。

[01 30] (金属基板側面の金属保護膜形成工程）

個 片化 された発光 ダイ才ー ドの切断された金属基板の側面 について、上面

及び下面の金属保護膜の形成条件 と同様な条件で金属保護膜 を形成 してもよ

い。

[01 3 1 ] 〔発光 ダイオー ド （第 2 の実施形態）の製造方法〕

本発明の発光 ダイオー ド （第 2 の実施形態）の製造方法は、化合物半導体

層の形成工程、第 2 の電極膜の形成工程、及び、 メサ型構造部の形成工程 に

ついては本発明の発光 ダイオー ド （第 1 の実施形態）の製造方法の工程 と同

様 に行 うことがで きる。 メサ型構造部の形成工程のゥエツ 卜エ ッチ ングにつ

いては、本実施形態の 「第 1 のウエッ トエ ッチ ング」 と読み替えて、以下、

説明する。

[01 32] (支持構造部の傾斜部の形成工程）

メサ型構造部の形成工程の第 1 のウエッ トエ ッチ ングによ り、 ゥェハ基板

のメサ型構造部 を除いた部分 （ス トリ一 卜及び支持構造部）は同程度の高さ

とな っている。

本工程では、個 片化用切断ライン （図 2 の点線 2 2 ) に沿 って第 2 のゥェ

ッ 卜エ ッチ ングを行 って、支持構造部 6 の側面 6 a の傾斜部 6 b a を形成す



る。

具体的には、 まず、 ウェハ基板の全面 にフォ トレジス トを堆積 し、 フォ ト

リソグラフィによ り、 ス トリー ト2 1 と支持構造部 6 の上面 6 a の外周か ら

所定距離 d (図 2 参照）の範囲 とに開口を有する レジス 卜パ ター ンを形成す

る。

第 1 の ゥエツ 卜エ ッチ ング及び第 2 の ゥエツ 卜エ ッチ ングは、同 じエ ッチ

ヤン 卜を用いて行 うことがで きる。

[01 33] 次 いで例 えば、 リン酸 / 過酸化水素水混合液、 アンモニア/ 過酸化水素水

混合液、 プロ厶メタノ一ル混合液、 ヨウ化 カ リウム/ アンモニァの群か ら選

択 される少な くとも1種以上 を用いて第 2 の ゥエツ 卜エ ッチ ングを行 う。

例 えば、 H 3 P 0 4 : H 2 0 2 ：H 2 0 = ~ 3 ：4 ~ 6 ：8 ~ 0 の リン酸 /

過酸化水素水混合液 を用いて、 ゥエツ 卜エ ッチ ング時間を 3 0 ~ 6 0 秒 間 と

して、支持構造部 6 の側面 6 a の傾斜部 6 b a を形成することがで きる。

その後、 レジス 卜を除去する。

[01 34] 傾斜部 6 b a の傾斜角度や長 さ、深 さは、エ ッチヤン 卜の種類及びエ ッチ

ング時間によって決 まる。

[01 35] この後の工程 は、発光 ダイオー ド （第 1 の実施形態）の製造方法 と同様の

方法 によって行 うことがで きる。

[01 36] 〔発光 ダイオー ド （第 3 の実施形態）の製造方法〕

本発明の発光 ダイオー ド （第 3 の実施形態）は、発光 ダイオー ド （第 1 の

実施形態） と保護膜及び電極 の配置構成が異なるだけであ り、 その製造方法

は発光 ダイオー ド （第 1 の実施形態）の製造方法 と同様 に行 うことがで きる

[01 37] 〔発光 ダイオー ド （第 4 の実施形態）の製造方法〕

本発明の発光 ダイオー ド （第 4 の実施形態）の製造方法 において、発光 ダ

ィオー ド （第 1 の実施形態）の製造方法 と異なる点は、化合物半導体層の形

成工程で、基板 1 上 に、下部 D B R 反射層 2 と、活性層 3 とを積層 した後、

活性層 3 上 に電流拡散層 4 0 を積層する点であ り、 その他 は発光 ダイ才一 ド



(第 1 の実施形態）の製造方法と同様に行うことができる。

実施例

[01 38] 以下に、本発明の発光ダイ才一 ド及びその製造方法を実施例によりさらに

詳細に説明するが、本発明はこの実施例にのみ限定されるものではない。本

実施例では、特性評価のために発光ダイ才一 ドチップを基板上に実装 した発

光ダイ才一 ドランプを作製 した。

本実施例では、図 1及び図4 を参照 して、通電窓 8 b の外径を 1 6 6 m

、その内径を 1 5 4 m、光射出孔の径を 1 5 0 m、第 2 の電極膜を平面

視円形としその外径を 1 0 0 m とした。

[01 39] (実施例）

実施例の発光ダイオー ドは、まず、 S ί を ド一プした n 型のG a A s 単結

晶からなるG a A s 基板上に、化合物半導体層を順次積層 してェピタキシャ

ルウェハを作製 した。G a A s 基板は、 （1 0 0 ) 面を成長面とし、キヤリ

ァ濃度を2 X 1 0 1 8 c m - 3 とした。

また、G a A s 基板の層厚は、約 2 5 0 m とした。化合物半導体層とは

、 S ί を ド一プしたG a A s からなる n 型の緩衝層、 3 を ド一プした八 1 0

. 9 G a 0 . ，A s とA I 0 . ，G a 0 . 9 A s の4 0 対の繰 り返 し構造である n 型の

下部 D B R反射層、 S i を ド一プしたA I 0 . 4 G a 0 . 6 A s からなる n 型の下

部クラッド層、 A I 0 . 2 5 G a 0 . 7 5 A s からなる下部ガイ ド層、G a A s / A

I 0 . 1 5 G a 0 . 8 A s の 3 対からなる井戸層/ バ リァ層、 A I 0 . 2 5 G a 0 . 7 5

A s からなる上部ガイ ド層、C を ド一プしたA I 0 . 4 G a 。. 6 A s からなる p

型の上部クラッド層、C を ド一プしたA I 0 . 9 G a 0 . ，A s とA I 0 . ，G a 0 .

9 A s の 5 対の繰 り返 し構造である p 型の上部 D B R反射層、C ド一プした p

型 A I 0 . G a 0 . 9 A s からなるコンタク 卜層である。

[0140] 本実施例では、減圧有機金属化学気相堆積装置法 （M O C V D装置）を用

し、、直径 5 0 m m、厚さ2 5 0 mのG a A s 基板に化合物半導体層をェピ

タキシャル成長させて、ェピタキシャルウェハを形成 した。ェピタキシャル

成長層を成長させる際、 I I I 族構成元素の原料としては、 卜リメチルアル



ミニゥ厶 （（C H 3 ) 3 A I ) 、 卜リメチルガ リウム （（C H 3 ) 3 G a ) 及び

卜リメチルインジウム （（C H 3 ) 3 n ) を使用 した。 また、 C の ド一 ピン

グ原料 と しては、テ トラプロモメタン（C B r 4 ) を使用 した。 また、 S i の ド

— ビング原料 と しては、ジシラン （S i 2 H 6 ) を使用 した。 また、 V 族構成

元素の原料 と しては、ホスフィン （P H 3 ) 、 アルシン （A s H 3 ) を使用 し

た。 また、各層の成長温度 と しては、 7 0 0 °C で成長させた。

[0141 ] G a A s か らなる緩衝層は、キャ リア濃度 を約 2 X 1 0 1 8 c m - 3、層厚 を

約 0 . 5 m と した。下部 D B R反射層はキヤ リァ濃度 を約 1 X 1 0 1 8 c m -

3 、層厚 を約 5 4 n m と した A I 0 . 9 G a 0 . ，A s と、キヤ リァ濃度 を約 1 X

0 1 8 c m - 3、層厚 を約 5 1 n m と した A l 0 . G a o . 9 A s を交互に 4 0 対積

層 した。下部 クラッ ド層は、キャ リア濃度 を約 1 X 1 0 1 8 c m - 3、層厚 を約

5 4 n m と した。下部 ガイ ド層は、 アン ド一プで層厚 を約 5 O nm と した。井

戸層は、 アン ド一プで層厚が約 7 n mの G a A s と し、ノくリ ア 層はアン ド一

プで層厚が約 7 n mの A I 0 . 1 5 G a 0 . 8 5 A s と した。 また、井戸層 とバ リア

層 とを交互に 3 対積層 した。上部 ガイ ド層は、 アン ド一プで層厚 を約 5 O nm

と した。上部 クラッ ド層は、キャ リア濃度 を約 1 X 1 0 1 8 c m - 3、層厚 を 5

4 n m と した。 また、上部 D B R反射層はキャ リア濃度 を約 1 X 1 0 1 8 c m -

3 、層厚 を約 5 4 n m と した A I 0 . 9 G a 0 . ，A s と、キヤ リァ濃度 を約 1 X

0 1 8 c m - 3、層厚 を約 5 1 n m と した A I 0 . ，G a 0 . 9 A s を交互に 5 対積層

した。

A I 0 . ！G a 0 . 9 A s か らなるコンタク 卜層は、キャ リア濃度 を約 3 X 0

1 8 c m - 3、層厚 を約 2 5 0 n m と した。

[0142] 次 に、基板裏面に、 A u G e 、 Ν ί 合金 を厚 さが 0 . 5 Ί 、 P t を 0 .

2 m、 A u を 1 m となるように真空蒸着法によって成膜 し、形成予定の

光射出孔に重なる範囲内に、外径 1 0 O mの平面視円形 となるようにバタ

—ニング して、 n 型の第 2 の電極膜 を形成 した。

[0143] 次 に、 メサ型構造部 を形成するため、パターニング した レジス 卜 （A Z 5

2 0 0 N J ( クラ リアン 卜社製））を用いて、 H 2 P 0 4 ：H 2 0 2 ：H 2 0 = 2



：5 ：9 のリン酸/ 過酸化水素水混合液を用いて、 6 0 秒間、ゥエツ卜エツ

チングを行って、メサ型構造部及び上面を形成 した。このウエットエツチン

グによって、コンタク ト層、上部 D B R反射層及び活性層の全層を除去 して

、頂面の大きさが 1 9 0 m X l 9 0 m、高さ h が 7 幅w が 5 m

の平面視矩形のメサ型構造部 （保護膜及び電極膜を除く）を形成 した。

[0144] 次に、保護膜を形成するため、 S ί 0 2 からなる保護膜を0 . 5 m程度形

成 した。

その後、 レジス 卜 （A Z 5 2 0 0 N J (クラリアン 卜社製））によるパタ

—ニング後、バッファ一 ドフッ酸を用いて、平面視同心円形 （外径 d out :

6 6 m、内径 d i n : 5 4 m ) の開口 （図 1 1参照）、および、ス トリ

- 卜部の開口を形成 した。

[0145] 次に、おもて面電極 （膜）を形成するため、 レジス 卜 （A Z 5 2 0 0 N J

(クラリアン 卜社製））によるパターニング後、八リを 1 . 2 Ί、 A U B

e を0 . 1 5 mを順に蒸着 し、 リフ トオフにより平面視円形 （径 ：1 5 0

m) の光射出孔 9 b を有する、長辺 3 5 0 m、短辺 2 5 0 从mに形成 し

てなるおもて面電極 （p 型才一ミック電極）を形成 した。

その後、 4 5 0 °Cで 1 0 分間熱処理を行って合金化 し、低抵抗の p 型およ

び n 型才一ミック電極を形成 した。

[0146] 次に、メサ型構造部の側面に光漏れ防止膜 1 6 を形成するため、 レジス 卜

( A Z 5 2 0 0 N J (クラリアン 卜社製））によるパターニング後、 Τ ί を

0 . 5 m A u を0 . 1 7 mを順に蒸着 し、 リフ トオフにより光漏れ防

止膜 1 6 を形成 した。

[0147] 次に、化合物半導体層側からダイシングソ一を用いス トリ一 卜部で切断 し

、チップ化 した。ダイシングによる破砕層および汚れを硫酸 過酸化水素混

合液でエッチング除去 して、実施例の発光ダイ才一 ドを作製 した。

[0148] 上記のようにして作製 した実施例の発光ダイオー ドチップを、マウン ト基

板上に実装 した発光ダイオー ドランプを 1 0 0 個組み立てた。この発光ダイ

オー ドランプは、マウン トは、ダイボンダ一で支持 （マウン ト） し、 p 型才



—ミック電極とP電極端子とを金線でワイヤボンディングした後、一般的な

ェポキシ樹脂で封止して作製した。

[0149] この発光ダイオード （発光ダイオードランプ）について、 n型及び p型電

極間に電流を流したところ、ピーク波長 7 3 0 n mとする赤外光が出射され

た。順方向に2 0 ミリアンペア （m A ) の電流を通流した際の順方向電圧 （

V F ) は 1 . 8 V であった。順方向電流を2 O m A とした際の発光出力は 1 .

7 mWであった。また、応答速度 （立ち上がり時間 ：T r ) は 1 2 n s e c

だった。

[01 50] 作製した 1 0 0 個の発光ダイオードランプのいずれについても、同程度の

特性が得られ、保護膜が不連続な膜になった場合のリーク （短絡）や電極用

金属膜が不連続な膜になった場合の通電不良が原因と思われる不良はなかつ

た。

[01 5 1 ] (比較例）

比較例の発光ダイ才一ドは、従来技術である液相ェピタキシャル法で形成

した。G a A s 基板にA I o . 2 G a 0 . 8 A s 発光層とするダブルへテロ構造の

発光部を有する発光ダイ才一ドに変更したものである。

[01 52] 比較例の発光ダイオードの作製は、具体的には、 n型の （1 0 0 ) 面のG

a A s 単結晶基板に、A I 0 . 7 G a 0 . 3 A s からなる n型の上部クラッド層を

2 0 m、 A I 0 . 2 G a 0 . 8 A s からなるアンド一プの発光層を2 m、 A I

o . 7 G a 0 . 3 A s からなる p型の下部クラッド層を2 0 m 発光波長に対し

て透明なA I 0 . 6 G a 0 . 4 s からなる p型の厚膜層を 1 2 Ο Ί となるよう

に液相ェピタキシャル方法によって作製した。このェピタキシャル成長後に

G a A s 基板を除去した。次に、 n型A I G a A s の表面に直径 1 0 0 m

の n型才一ミック電極を形成した。次に、 p型A I G a A s の裏面に直径 2

O mの p型才一ミック電極を8 0 m間隔に形成した。次に、ダイシング

ソ一により3 5 0 m間隔で切断した後、破砕層をエツチング除去して比較

例の発光ダイ才一ドチップを作製した。

[01 53] n型及び p型才一ミック電極間に電流を流したところ、ピーク波長を7 3



0 n m とする赤外光が出射 された。 また、順方向に 2 0 ミ リアンペ ア （m A

) の電流 を通流 した際の順方向電圧 （V F ) は、約 1 . 9 ボル ト （V ) とな つ

た。 また、順方向電流 を 2 O m A と した際の発光出力は、 5 mW であ った。

また、応答速度 （T r ) は 1 5 . 6 n s e c であ り、本発明の実施例 に比べ

て遅か った。

産業上の利用可能性

[01 54] 本発明によれば、保護膜及びその上 に形成 された電極膜が均一な膜厚で形

成 されていると共 に光取 り出 し効率が高い発光 ダイオー ド、及び、 リークや

通電不良が低減 して歩留 まりが向上すると共 に従来 よ り低 コス トで製造可能

な発光 ダイオー ドの製造方法 を提供 される。 また、本発明によれば、安定で

高輝度の発光が担保 されていると共 に、側面の劣化が防止され、高信頼性及

び長寿命化が図 られた発光 ダイオー ド、及び、 その製造方法 を提供 される。

したが って、本発明は、発光 ダイオー ド及びその製造方法 に、好適 に用いる

ことがで きる。 そのため、本発明は産業上極めて有用である。

符号の説明

[01 55] 基板

下部 D B R 層 （反射層）

3 活性層

4 上部 D B R 層

5 コンタク ト層

6 支持構造部

6 a 上面

6 b 側面

6 b a 傾斜部

7 メサ型構造部

7 a 傾斜側面

7 b 頂面

7 b a 周縁領域



、 2 8 保護膜

b 、 2 8 b 通電窓

、 2 9 電極膜

b 、 2 9 b 光射出孔

0 第 2 の電極膜

下部 クラッ ド層

下部 ガイ ド層

3 発光層

4 上部 ガイ ド層

5 上部 クラッ ド層

6 光漏れ防止膜

0 化合物半導体層

1 ス 卜リ一 卜

3 レジ ス 卜パ ター ン

4 光漏れ防止膜

0 電流拡散層

0 0 、 2 0 0 、 3 0 0 、 4 0 0 発光 ダイオー ド



請求の範囲

[ 請求項 1] 基板上 に反射層 と活性層 を順 に含む化合物半導体層 とを備 え、光射

出孔か ら光 を外部 に射出する発光 ダイ才一 ドであ って、

上面及び側面 を有する支持構造部 と、前記支持構造部上 に配置 し、

傾斜側面及び頂面 を有するメサ型構造部 とか らな り、

前記 メサ型構造部 は少な くとも前記活性層の一部 を含むものであ つ

て、前記傾斜側面はゥエツ 卜エ ッチ ングによって形成 されてなると共

に前記頂面 に向か って水平方向の断面積が連続的に小さ くなるように

形成 されてな り、

前記支持構造部及び前記 メサ型構造部 はそれぞれ、少な くとも一部

は保護膜、第 1 の電極膜 によつて順 に覆われてな り、

前記保護膜 は、前記上面の少な くとも一部 と、前記 メサ型構造部の

前記傾斜側面 と、前記 メサ型構造部の前記頂面の周縁領域 とを覆 うと

ともに、平面視 して前記周縁領域の内側であ ってかつ前記光射出孔の

周囲に配置 して、前記化合物半導体層の表面の一部 を露出する通電窓

を有 し、

前記第 1 の電極膜 は、前記通電窓か ら露出された化合物半導体層の

表面 に直接接触すると共 に、前記上面上 に形成 された保護膜の一部 を

少な くとも覆 い、前記 メサ型構造部の頂面上 に光射出孔 を有するよう

に形成 された連続膜であ り、

前記基板の反射層 とは反対側 に、平面視 して前記光射出孔 に重なる

範囲内に第 2 の電極膜 を備 えた、 ことを特徴 とする発光 ダイ才一 ド。

[ 請求項 2 ] 基板上 に反射層 と活性層 を順 に含む化合物半導体層 とを備 え、光射

出孔か ら光 を外部 に射出する発光 ダイ才一 ドであ って、

上面及び側面 を有する支持構造部 と、前記支持構造部上 に配置 し、

傾斜側面及び頂面 を有するメサ型構造部 とか らな り、

前記支持構造部 は少な くとも前記反射層の一部 を含むものであ って

、 その側面は、 ウエッ トエ ッチ ングによって形成 され、前記上面か ら



前記基板側 に少な くとも前記反射層 を越 える位置 まで延在する傾斜部

を含み、前記傾斜部 を含む水平方向の断面積が前記上面 に向か って連

続的に小さ くなるように形成 されてな り、

前記 メサ型構造部 は少な くとも前記活性層の一部 を含むものであ つ

て、前記傾斜側面はゥエツ 卜エ ッチ ングによって形成 されてなると共

に前記頂面 に向か って水平方向の断面積が連続的に小さ くなるように

形成 されてな り、

前記支持構造部及び前記 メサ型構造部 はそれぞれ、少な くとも一部

は保護膜、第 1 の電極膜 によつて順 に覆われてな り、

前記保護膜 は、前記上面の少な くとも一部 と、前記側面の うち少な

くとも傾斜部 と、前記 メサ型構造部の前記傾斜側面 と、前記 メサ型構

造部の前記頂面の周縁領域 とを覆 うとともに、平面視 して前記周縁領

域の内側であ ってかつ前記光射出孔の周囲に配置 して、前記化合物半

導体層の表面の一部 を露出する通電窓を有 し、

前記第 1 の電極膜 は、前記通電窓か ら露出された化合物半導体層の

表面 に直接接触すると共 に、前記上面上 に形成 された保護膜の一部 を

少な くとも覆 い、前記 メサ型構造部の頂面上 に光射出孔 を有するよう

に形成 された連続膜であ り、

前記基板の反射層 とは反対側 に、平面視 して前記光射出孔 に重なる

範囲内に第 2 の電極膜 を備 えた、 ことを特徴 とする発光 ダイ才一 ド。

[ 請求項3] 前記反射層が D B R 反射層であることを特徴 とする請求項 1 又 は 2

のいずれかに記載の発光 ダイ才一 ド。

[ 請求項4] 前記活性層の基板 とは反対側 に上部 D B R 反射層 を備 えることを特

徴 とする請求項 3 に記載の発光 ダイ才一 ド。

[ 請求項 5] 前記傾斜部が二以上の傾斜部分か らな り、各傾斜部分が含む水平方

向の断面積 はそれぞれ前記上面 に向か って連続的に小さ く、前記上面

に近い傾斜部分が含む水平方向の断面積の方が前記上面か ら遠い傾斜

部分が含む水平方向の断面積 よ りも小さいことを特徴 とする請求項 2



~ 4 のいずれか一項 に記載の発光 ダイ才一 ド。

[ 請求項 6] 前記第 1の電極膜及び/ 又 は前記保護膜上 に光漏れ防止膜 を備 えた

ことを特徴 とする請求項 1 ~ 5 のいずれか一項 に記載の発光 ダイ才一

ド' 。

[ 請求項 7 ] 前記化合物半導体層が、前記第 1の電極膜 に接触するコンタク ト層

を有することを特徴 とする請求項 1 ~ 6 のいずれか一項 に記載の発光

ダイ才一 ド。

[ 請求項8] 前記 メサ型構造部が前記活性層のすべて と、前記反射層の一部 また

は全部 を含む ことを特徴 とする請求項 1 ~ 7 のいずれか一項 に記載の

発光 ダイ才一 ド。

[ 請求項 9 ] 前記 メサ型構造部 は平面視 して矩形であることを特徴 とする請求項

1 ~ 8 のいずれか一項 に記載の発光 ダイ才一 ド。

[ 請求項 10] 前記 メサ型構造部の各傾斜側面は前記基板のオ リエ ンテーシ ョンフ

ラッ 卜に対 してオ フセ ッ 卜して形成 されていることを特徴 とする請求

項 9 に記載の発光 ダイ才一 ド。

[ 請求項 11] 前記 メサ型構造部の高さが 3 ~ 7 仰 山で あ って、 平面視 した前記傾

斜側面の幅が 0 . 5 ~ 7 Ί であることを特徴 とする請求項 1 ~ 1 0

のいずれか一項 に記載の発光 ダイ才一 ド。

[ 請求項 12] 前記光出射孔は平面視 して円形又は楕 円であることを特徴 とする請

求項 1 ~ 1 1 のいずれか一項 に記載の発光 ダイ才一 ド。

[ 請求項 13] 前記光出射孔の径が 5 0 ~ 1 5 0 m であることを特徴 とする請求

項 1 2 に記載の発光 ダイオー ド。

[ 請求項 14] 前記第 1 の電極膜の前記上面上の部分 にボ ンデ ィングワイヤを有す

ることを特徴 とする請求項 1 ~ 1 3 のいずれか一項 に記載の発光 ダイ

才ー ド。

[ 請求項 15] 前記活性層 に含 まれる発光層が多重量子井戸か らなることを特徴 と

する請求項 1 ~ 1 4 のいずれか一項 に記載の発光 ダイ才一 ド。

[ 請求項 16] 前記活性層 に含 まれる発光層が （A I X 1 G a _ X 1 ) Y 1 I η _ Υ 1 Ρ



( 0 ≤ X ≤ , 0 < Y 1 1 ) 、 ( A I X 2 G a 卜 X 2 ) A s ( 0 ≤

X 2 ≤ ) ( I n X 3 G a 卜 X 3 ) A s ( 0 ≤ X 3 ≤ ) のいずれか

か らなることを特徴 とする請求項 1 ~ 1 5 のいずれか一項 に記載の発

光 ダイ才一 ド。

[ 請求項 17] 基板上 に反射層 と活性層 を順 に含む化合物半導体層 とを備 え、光射

出孔か ら光 を外部 に射出する発光 ダイ才一 ドの製造方法であ って、

基板上 に、反射層 と活性層 を含む化合物半導体層 とを形成する工程

と、

前記基板の反射層 とは反対側 に、平面視 して形成予定の前記光射出

孔 に重なる範囲内に第 2 の電極膜 を形成する工程 と、

前記化合物半導体層 をウエッ トエ ッチ ング して、頂面 に向か って水

平方向の断面積が連続的に小さ くなるように形成 されてなるメサ型構

造部 と前記 メサ型構造部の周囲に配置する上面 とを形成する工程 と、

前記上面の少な くとも一部 と、前記 メサ型構造部の前記傾斜側面 と

、前記 メサ型構造部の前記頂面の周縁領域 とを少な くとも覆 うととも

に、平面視 して前記周縁領域の内側であ ってかつ前記光射出孔の周囲

に配置 して、前記化合物半導体層の表面の一部 を露出する通電窓を有

する保護膜 を形成する工程 と、

前記通電窓か ら露出された化合物半導体層の表面 に直接接触すると

共 に、前記上面上 に形成 された保護膜の一部 を少な くとも覆 い、前記

メサ型構造部の頂面上 に光射出孔 を有するように形成 された連続膜で

ある第 1 の電極膜 を形成する工程 と、

を有することを特徴 とする発光 ダイ才一 ドの製造方法。

[ 請求項 18] 基板上 に反射層 と活性層 を順 に含む化合物半導体層 とを備 え、光射

出孔か ら光 を外部 に射出する発光 ダイ才一 ドの製造方法であ って、

基板上 に、反射層 と活性層 を含む化合物半導体層 とを形成する工程

と、

前記基板の反射層 とは反対側 に、平面視 して形成予定の前記光射出



孔 に重なる範囲内に第 2 の電極膜 を形成する工程 と、

前記化合物半導体層 に第 1 のウエッ トエ ッチ ングを行 って、頂面 に

向か って水平方向の断面積が連続的に小さ くなるように形成 されてな

るメサ型構造部 と、前記 メサ型構造部の周囲に配置する、支持構造部

の上面 とを形成する工程 と、

個 片化用切断ラインに沿 って第 2 のゥエツ 卜エ ッチ ングを行 って、

支持構造部の側面の傾斜部 を形成する工程 と、

前記傾斜部 と前記上面の少な くとも一部 と、前記 メサ型構造部の前

記傾斜側面 と、前記 メサ型構造部の前記頂面の周縁領域 とを少な くと

も覆 うとともに、平面視 して前記周縁領域の内側であ ってかつ前記光

射出孔の周囲に前記光射出孔 を囲繞するように配置 して、前記化合物

半導体層の表面の一部 を露出する通電窓を有する保護膜 を形成するェ

程 と、

前記通電窓か ら露出された化合物半導体層の表面 に直接接触すると

共 に、前記上面上 に形成 された保護膜の一部 を少な くとも覆 い、前記

メサ型構造部の頂面上 に光射出孔 を有するように形成 された連続膜で

ある第 1 の電極膜 を形成する工程 と、

を有することを特徴 とする発光 ダイ才一 ドの製造方法。

[ 請求項 19 ] 前記第 1 及び第 2 のウエッ トエ ッチ ングを、 リン酸 / 過酸化水素水

混合液、 ア ンモ ニァ/ 過酸化水素水混合液、 プロ厶 メ タ ノール 混合液

、 ヨウ化 力 リゥ厶/ ア ンモ ニ アの群か ら選択 される少な くとも 1 種以

上 を用いて行 うことを特徴 とする請求項 1 7 又は 1 8 のいずれかに記

載の発光 ダイ才ー ドの製造方法。
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